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 平成 25 年住宅・土地統計調査における本県の空き家総数は、46,100 戸となっておりま 

す。そのうち長期間無人の空き家数は22,200戸となっており、５年前の調査より2,000戸増えて

おります。 

 山形県においても、全国と同様に人口減少や高齢化等を背景として、空き家数は増加傾 

向にあり、今後さらに増加していくことが予想されます。そして、今後の人口減少社会の 

進展により、空き家がもたらす諸問題は一層深刻化する懸念があります。 

 さて、今年度、県では全市町村に対する空き家対策アンケート調査を実施したり、直接 

担当者の方から空き家対策の現状等について聞き取り調査を実施しました。その際、市町 

村からは、空き家対策を推進する上での課題や要望などについて伺いましたが、そのーつ 

に空き家の相続が発生した場合の事務マニュアルが欲しいとの要望がありました。 

 このため、この空き家対策の手引きは、空き家対策の先駆的な事例の紹介や空き家の相

続が生じた場合の事務手続きなどについても取り上げ、市町村の空き家対策の担当職員が

どのように事務を進めていったらよいか参考にしていただきたく作成したものです。 

 急速な人口減少社会において、人口や世帯数が減少していくと予想される地域では、地 

域経済や地域の活力が低下することが懸念されています。空き家対策の推進により、地域 

に新たな定住者を呼び込み、地域の活力の向上、ひいては市町村の「地方創生」につなが 

るよう願っております。 

は じ め に 

平成 27 年３月 

 

山形県県土整備部長 上坂 克巳 

 

 

-1-



 

 

 

 

 

① 総住宅数は 6,063 万戸と、５年前に比べ 305 万戸（5.3％）増加。 

② 空き家は 820 万戸と、５年前に比べ 63 万戸（8.3％）増加。 

③ 「その他の住宅」の空き家は 318 万戸と、５年前に比べ 63 万戸（18.7％）増加。 

④ 空き家率は 13.5％と、５年前の 13.1％に比べ 0.4 ポイント上昇し過去最高。 

⑤ 「その他の住宅」の空き家率は 5.3％と、５年前の 4.7％に比べ 0.6 ポイント上昇 

し過去最高であり、今後空き家対策の対象となる住宅。 

 

表１ 空き家の分類 

空き家 内   容 

二次的住宅 

①別 荘…週末や休暇時に避暑、避寒及び保養等の目的で使用される住宅 

 で、普段は人が居住していない住宅 

②その他…普段居住している住宅とは別に、残業で遅くなった時に寝泊ま

りするなど、たまに寝泊まりしている人がいる住宅 

賃貸用の住宅 新築、中古を問わず、賃貸のために空き家になっている住宅 

売却用の住宅 新築、中古を問わず、売却のために空き家になっている住宅 

その他の住宅 

 上記以外の人が住んでいない住宅で、例えば、転勤及び入院等のため居

住世帯が長期にわたって不在の住宅や建て替えなどのために取り壊すこ

とになっている住宅など。（注：空き家区分の困難な住宅を含む） 

▽ 出典：平成 25 年住宅・土地統計調査速報。 

当該調査は、H25.10.1 が調査基準日。H26.7.29 に速報値公表。 

▽ 空き家率は、総住宅数に占める空き家の割合である。 

▽ 「その他の住宅」の空き家率は、総住宅数に占める「その他の住宅」の空き家の割合で 

ある。 

 

 

 

 

① 総住宅数は 432,000 戸と、５年前に比べ 700 戸（▲0.2％）減少。 

総世帯数は 385,400 世帯と、５年前に比べ 400 世帯（0.1％）増加。 

② 空き家は 46,100 戸と、５年前の 47,500 戸に比べ 1,400 戸（▲2.9％）減少。 

③ 「その他の住宅」の空き家は22,200戸と、５年前の20,200戸に比べ2,000戸（9.9％） 

増加。 

▽ 住宅数と世帯数の関係をみると、昭和 43 年までは住宅数が世帯数を下回っていた

が、昭和 48 年に逆転し、1世帯１住宅が達成された。平成 25 年は住宅数が世帯数を

46,600 戸上回り、１世帯当たりの住宅数は 1.12 戸と、平成 20 年（1.12 戸）と同数

となっている。 

 

 

第１．空き家数の推移について 

流  

１.全国の状況について 

流  

２.本県の状況について 

流  
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④ 分類別空き家数について 

 

 本県空き家総数 46,100 戸 

  二次的住宅数  2,300 戸 

         別 荘   500 戸 

          その他  1,900 戸 

    賃貸用の住宅 20,400 戸 

  売却用の住宅  1,100 戸 

    その他の住宅 22,200 戸 

 

 

出典：住宅・土地統計調査 

 

⑤ 空き家率は 10.7％と、５年前の 11.0％に比べ 0.3 ポイント低下。全国第 45 位。 

⑥ 「その他の住宅」の空き家率は 5.1％と、５年前の 4.7％に比べ 0.4 ポイント上昇。 

▽ 空き家率の低下の要因は、東日本大震災の避難者の関係で賃貸物件が埋まっている 

ためと考えられる。このため、空き家率は低下したが、「その他の住宅」の空き家率 

は上昇した。 

 

             表２ 空き家率の推移－山形県、全国 

 平成 5年 平成 10 年 平成 15 年 平成 20 年 平成 25 年 

山 形 県 
5.7％ 

（2.7％） 
7.1％ 

（2.9％） 
9.6％ 

（3.8％） 
11.0％ 
（4.7％） 

10.7％ 
（5.1％） 

全国平均 
9.8％ 

（3.2％） 
11.5％ 
（3.6％） 

12.2％ 
（3.9％） 

13.1％ 
（4.7％） 

13.5％ 
（5.3％） 

  ※注：（）で記載した割合の数値は、「その他の住宅」の空き家率である。 

出典：住宅・土地統計調査 
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図１ 分類別空き家の割合 
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出典：住宅・土地統計調査 

 

 

 

 

 

 

⑴ 人口と世帯数の推移について 

   本県の人口は昭和 60 年頃から減少が続き、平成 40 年頃には 100 万人を下回る見込み 

  である。世帯数は、平成 20 年台中頃までは増加、その後減少に転じる見込みである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   出典：国勢調査、日本地域別将来人口推計（社会保障・人口問題研究所） 

第２．本県における空き家増加の要因と分析について 

流  

１.人口・世帯数・高齢化率の推移について 

流  
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⑵ 高齢化率の推移について 

本県では、早い段階から人口減少及び高齢化の現象がみられており、平成 25 年の都道

府県別の高齢化率（65 歳以上の人口割合）は全国では６番目、東北では２番目となってい

るほか、65 歳以上単独世帯等の割合も増加している。 

 
表３ 都道府県別高齢化率の順位（平成 25 年） 

順 位 都道府県 高齢化率 

１ 秋田県 31.6％ 

２ 高知県 31.1％ 

３ 島根県 30.9％ 

４ 山口県 30.2％ 

５ 和歌山県 29.4％ 

６ 
山形県 29.1％ 

徳島県 29.1％ 

 出典:人口推計（総務省統計局、平成 25 年 10 月 1 日現在）に基づき作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「空き家の適正管理に関する調査」の結果（総務省山形行政評価事務所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表５ 高齢者世帯の状況 

表４ 高齢化率の推移（山形県、東北、全国） 
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  このような状況のもと、空き家が増加する要因として、高齢化などにより住宅の所有者等

が転居、入院、施設入所等によって空き家となる場合のほか、所有者が死亡し、相続を契機

に空き家となる場合などが指摘されている。 

また、空き家となった住宅が長期間放置される要因については、市町村からの聞き取りな

どからおおむね次のようなことが考えられる。 

 

①住宅のミスマッチ…別に自分の住宅がある。家族構成にあった住宅の大きさではない。

空き家の所在地が仕事や家庭の都合に合わないため。 

②相続による要因……相続人の相続放棄や関与の拒否。相続人間の協議がつかない。 

③心理的な要因………建物の中に家財や仏壇等が残っており、所有者や相続人が建物の 

売却や賃貸をためらうなど。 

④経済的な要因………解体する場合の解体費用や固定資産税の住宅用地特例がなくなる

こと。（※１） 

⑤土地利用上の制約…急傾斜地等で地形的に土地利用が困難である。建築基準法の接道 

義務（※２）を満たせない狭小地など。 
 

※１…15 ページのように住宅用地特例制度が見直される方向で進んでいる。 

  ※２…建築基準法第 43 条により、住宅は幅員４ｍ以上の道路に幅２ｍ以上接しなければとされており、建

築時には適法に建てられていても現行法に対して不適格な部分が生じた住宅（既存不適格建築物）の

場合、建て替え時にこの条件を満たすことが出来なければ、古い家屋を解体して新築することは認め

られず、空き家の除却が進まない要因の一つとされている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２.空き家増加の要因について 

流  

表６ 相続した住宅に住んでいない理由（全国） 
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           表７ 空き家老朽化のフローチャート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「空き家の適正管理に関する調査」の結果（総務省山形行政評価事務所） 

 

 

 

 

 

① 新築住宅着工と除却建築について 

  本県の平成 20 年における新規住宅件数と除却建築件数の比率は約４：１となって 

いる。新規住宅着工件数と除却建築物数との差が住宅総数に積み上がってくることと 

なる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典:建築統計年報 

 

３.空き家増加の分析について 

流  
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図５ 新築住宅着工件数と除却建築物数について（山形県） 
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② 住宅数と世帯数について 

  住宅総数は、伸び率（過去の数値より推計）から今後も増加していくものと想定さ 

れる。１世帯当たりの住宅比率は、平成 40 年には 1.32 となり、このままでは４戸に 

１戸が空き家となる可能性がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典:国勢調査、住宅・土地統計調査 

 

③ 市部・郡別の空き家数について 

  平成 25 年住宅・土地統計調査の結果によると、本県の空き家総数は減少している 

が、「その他の住宅」（長期間無人）の空き家数は、平成 20 年に比べ 2,000 戸増えて 

いる。市部・郡部別に見ると、圧倒的に市部で発生しており、郡部においては、ほぼ 

横ばいで推移している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典:国勢調査、住宅・土地統計調査 
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④ 空き家（長期間無人）における不良住宅戸数について 

  平成 20 年住宅・土地統計調査の結果によると、本県の空き家（長期間無人）にお 

ける腐朽・破損住宅総戸数は 7,000 戸、その割合は約 35％となっている。１戸建住 

宅における腐朽・破損住宅戸数は 6,300 戸、その割合は約 37％となっている。 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【考 察】 

  ① 世帯数が減少に転じれば、相当数の空き家が発生することから、喫緊の課題と認 

   識する必要がある。 

② 新築住宅対策とともに、中古住宅の流通拡大に向けた対策が必要である。 

③ 都市部の空き家の増加は、近隣住民に対する安全安心や環境・景観等の悪化が懸 

 念され、重点的な対策が必要である。ただし、戸数も相当数になると判断されるた 

め、適切なエリア誘導も必要である。 

④ 利活用の可能性を的確に判別し、利活用可能な物件については、空き家バンクに 

よる早期の流通・質的改善（リフォームや修繕）・ 適切な維持管理に努めてもらう 

必要がある。一方で、利活用困難な物件については、適切な指導による除却対策を 

促進する必要がある。 

 

90.0 

4.3 
5.7 

1.4 

空き家（長期間無人）における腐朽住宅の家屋別割合（%）

一戸建

長屋建

共同住宅

その他

7,000 6,300

300 400 100

13,200
11,000

300
2,000

100
0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

総 数 一戸建 長屋建 共同住宅 その他

戸
数
（
戸
）

空き家（長期間無人）における腐朽・破損住宅数

腐朽・破損なし 腐朽・破損あり

図８ 空き家（長時間無人）における腐朽・破損住宅戸数（山形県） 

図９ 空き家（長時間無人）における腐朽・破損住宅の家屋別割合（山形県） 

単位：％ 

出典:H20 住宅・ 

土地統計調査 

 

出典:H20 住宅・ 

土地統計調査 
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⑴ 「身近に感じる土地問題」とは 

国土交通省が実施した「土地問題に関する国民の意識調査」（平成 25 年度）によると、 

  「身近に感じる土地問題」については、「空き家・空き地や閉鎖された店舗などが目 

立つこと」を挙げた者の割合が、44.4％と最も高くなっており、空き家に対する国民 

の問題意識の高まりが推察される。 

 

 

出典：「平成 25年度土地白書」要旨（国土交通省）から 

 

⑵ 空き家により生じる問題 

空き家は、適正に管理されていれば大きな問題は生じませんが、国土交通省の調査 

でも適正な管理が行われていないことにより、防災、防犯、環境衛生、風景・景観、 

地域活性化などに問題が発生していることがわかる。（表９参照） 

一方、県内市町村からの聞き取り調査でも、総務省山形行政評価事務所の調査でも、

本県における管理されていない空き家に関する問題としては、〝雪〟の問題が特に大き

いことがわかる。雪下ろしや除雪をしないため、積雪による家屋倒壊の危険性を指摘す

るもの、屋根雪等が敷地外へ飛散したり、あふれだすことを危惧するものなどである。

本県では、実際に今シーズンも雪による建物の倒壊も生じている。 

これについで、庭の雑草や樹木の管理がなされず、害虫等による不衛生となっている

と指摘するものが多い。（表 10 参照） 

 

 

第３．空き家の管理について 

流  

１.空き家がもたらす問題 

流  

表８ 「身近に感じる土地問題」に関する国民の意識 
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参考資料：「空き家の有効活用等の促進に関するアンケート調査結果」（H24.3 国土交通省住宅局） 

 

 

 
 

 

 

 【コラム・空き家管理代行サービス】 

 自分で空き家を管理できない場合、空き家管理代行業務を依頼するのも一つの方法です。 

 空き家の適正管理を維持することにより、空き家の資産価値の低下を低減することが可能です。 

 なお、空き家管理代行業者と契約する際は、契約項目など十分ご確認願います。 

 

 

主な空き家問題 内   容 

防災上の問題 

・空き家が老朽化し、倒壊事故が発生 

・強風等による空き家の屋根や外材等の落下、飛散事故が発生 

・放火などによる空き家での火災や延焼事故が発生 

防犯上の問題 
・空き家への不審者の侵入や不法滞在等が発生 

・「空き家があると不安」など空き家に関連する住民からの相談が増加 

環境衛生上の問題 
・空き家敷地内にゴミが放置・投棄され、異臭や害虫が発生 

・空き家敷地内での雑草繁茂、樹木の越境に対する住民からの相談が増加 

風景・景観上の問題 
・著しく破損、腐食等が生じている空き家が周辺の良好な景観を阻害して 

いる 

地域活性化の問題 ・使われず放置された空き家が多く、地域の活性化に支障をきたしている 

表９ 主な空き家問題の内容 

 

表 10 空き家の外観等における状況（複数回答可） 

 

出典:「空き家の適正管理に関する調査」の結果（総務省山形行政評価事務所） 
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空き家になっても、所有者には、次のような建物を管理する責任がある。 

 

①建物の倒壊、物の落下など 

建物が倒れる瓦などの物が落下するなどにより、周囲の家屋や通行人等に被害を 

及ぼした場合、その建物の所有者・管理者・占有者は、損害賠償などで管理責任を 

問われる。 
    

◯民法第 717 条（土地の工作物等の占有者及び所有者の責任） 

     土地の工作物の設置又は保存に瑕疵（かし）があることによって、他人に損害を生じたときは、そ

の工作物の占有者は、被害者に対してその損害を賠償する責任を負う。ただし、占有者が損害の発

生を防止するのに必要な注意をしたときは、所有者がその損害を賠償しなければならない。 
 

②失 火 

失火者に重大な過失があった場合には、損害賠償の責任を負う。 

   ◯失火責任法 

民法第 709 条の規定は、失火の場合には、これを適用せず。ただし、失火者に重大なる過失があり
たるときは、この限りにあらず。 

   ◯民法第 709 条（不法行為による損害賠償） 
     故意又は過失によって他人の権利又は法律上保護される権利を侵害した者は、これによって生じた

損害を賠償する責任を負う。 

③敷地をはみだす竹木 

    隣地の竹木の枝や根が境界線を越えるときは、その枝の切除を求められる場合が 

ある。 

   ◯民法第 233 条（竹木の枝の切除及び根の切取り） 

①隣地の竹木の枝が境界線を越えるときは、その竹木の所有者に、その枝を切除させることができる。 

②隣地の竹木の根が境界線を越えるときは、その根を切り取ることができる。 

   

④空家等の所有者等の責任 

▽所有者等は、建築物を常に適法な状態に維持するよう努める必要がある。 
 

◯建築基準法第８条（保全維持） 
建築物の所有者、管理者又は占有者は、その建築物の敷地、構造及び建築設備を常時適法な状態に 
維持するように努めなければならない。 

 

▽所有者等は、周辺の生活環境に悪影響を及ぼさないよう、空き家の適切な管理に努

める必要がある。 

 
◯空家等対策の推進に関する特別措置法第３条（空家等の所有者の責任）※H27.2.26 施行 
空家等の所有者又は管理者は、周辺の生活環境に悪影響に及ぼさないよう、空家等の適切な管理に 
努めるものとする。 

 

▽建築物が、著しく保安上危険又は著しく衛生上有害となるおそれがあると認められ

る場合には、特定行政庁から除却等の必要な措置を勧告等される場合がある。 

 

２.空き家の所有者の管理責任について 

流  
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◯建築基準法第 10 条（保安上危険な建築物等に対する措置） 

特定行政庁は、第６条第１項第１号に掲げる建築物の敷地、構造又は建築設備（いずれも第３条 

第２項の規定により第２章の規定又はこれに基づく命令若しくは条例の規定の適用を受けないも 

のに限る。）について、損傷、腐敗その他の劣化が進み、そのまま放置すれば著しく保安上危険と 

なり、又は著しく衛生上有害となるおそれがあると認められる場合においては、当該建築物又は 

敷地の所有者、管理者又は占有者に対して、相当の猶予期限を付けて、当該建築物の除却、移転、 

改築、増築、修繕、模様替、使用中止、使用制限その他保安上又は衛生上必要な措置をとること 

を勧告することができる。 

 

 ➄問題のある空き家等への対策 

     市町村長は、特定空家等の所有者等に対し、除却、修繕、立木竹の伐採その他 

 周辺の生活環境の保全を図るために必要な措置をとるよう「助言・指導」、そして 

「勧告」、「命令」、「代執行」をすることが可能となっている。 

所有者等が「命令」に違反した場合、50 万円以下の過料に処される。 

⇒「第４－５特定空家等に対する行政措置の流れ」参照のこと。 

◯空家等対策の推進に関する特別措置法第 14 条（特定空家等に対する措置） ※H27.5.26 施行 

ただし、「助言・指導」と「勧告」おいて、そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となる 

おそれのある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態にない特定空家等については、 

建築物の除却は除く。 

空家等 ＝建築物又はこれに附属する工作物であって居住その他の使用がなされていないこ 

    とが常態であるもの【おおむね１年以上、建築物等の使用実績がないこと】及び 

その敷地（立木その他の土地に定着する物を含む。 ）をいう。 

特定空家等＝次のような状態にある空き家等を特定空家等という。 

イ）そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態 

ロ）著しく衛生上有害となるおそれのある状態 

ハ）適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態 

ニ）その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態 

 
参考資料：「空き家の管理・活用術」（大分県企画振興部編） 

 

 

 

 

  総務省山形行政評価事務所において、空き家の管理が適正に行われていない理由につ

いて調査しているため、その内容を紹介する。（表 11・12 参照） 

①所有者等が特定されている場合 

    所有者等は特定されているが、適正な管理が行われていない理由については、「遠

方に住んでいるため維持管理ができないと聞いている」、「経済的な理由のため維持

管や解体に係る費用が捻出できないと聞いている」、「高齢や健康上の理由のため維 

持管理ができないと聞いている」などの回答が多くなっている。 

②所有者等が特定されていない場合 

    相続により空き家を管理すべき所有者等の特定に至っていない場合など、空き家

の相続発生に伴うものが多い。 

 

３.空き家の管理が適正に行われていない理由 

流  
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表 11  所有者等は特定されているが空き家の管理が適正に行われていない理由 
（複数回答可） 

出典:「空き家の適正管理に関する調査」の結果（総務省山形行政評価事務所） 

 

表 12  所有者等は特定されていないが空き家の管理が適正に行われていない理由 
（複数回答可） 

出典:「空き家の適正管理に関する調査」の結果（総務省山形行政評価事務所） 
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⑴ 従前の固定資産税等の住宅用地特例について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「空き家の管理・活用術」（大分県企画振興部編） 

   （注）市町村によっては、上記に関わらず、空き家に関する固定資産税等の特例 

措置を設けている場合がある。 

 

 

⑵ 特定空家等に対する固定資産税等の住宅用地特例の廃止について 

  空き家の全国的な増加が懸念される中、空き家の適正管理・除却を促進し、市町村 

 による空き家対策を支援する観点から、空き家の存する敷地に係る固定資産税等につ 

いて必要な措置を講ずるものとされた。 

 

４.空き家の住宅用地特例について 

流  
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「空家等対策の推進に関する特別措置法」に基づく必要な措置の勧告の対象となっ 

た特定空家等に係る土地について、住宅用地特例の対象から除外する措置を講ずるこ 

ととされ【H26.12.30・2015 年度与党税制改正大綱決定】、次の措置を内容とする地方税法 

改正案が国会で審議されている。 

 

「空家等対策の推進に関する特別措置法（平成 26 年法律第 127 号）」の規定に基づ 

き、市町村長が特定空家等の所有者等に対して周辺の生活環境の保全図るために必 

要な措置をとることを勧告した場合は、当該特定空家等に係る敷地について、固定 

資産税等の住宅用地特例の対象から除外することとする。 

 

 

 

     図 10 管理が不十分な空き家（イメージ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【コラム（農地・森林の相続）】 

  農地・森林を相続したら「土地届け」 ⇒表 13参照 

⇒届出、土地活用の意思表示、登記の三つをお願いします。 

   ◯農地の相続 

農地を相続した場合は、農地の所在する市町村の農業委員会に届出が必要です。 

◯農地の売買・賃貸 

    農地を売買または賃貸するためには、原則として農業委員会の許可が必要です。この 

   許可を受けていない売買等は無効です。 

このほかに農業経営強化基盤促進法に基づく農用地利用集積計画を利用する方法があ 

ります。 

  ◯農業委員会との相談 

    相談した方が地元を離れていて、自分では手入れができない場合に、農地の管理につ 

   いてのご相談や地元で借り手を探すなどのお手伝いをします。 

  ○森林の相続・売買等の届出 ⇒表 14 参照 

    森林の相続、売買等により森林の所有者が変更された場合、届出が必要です。 

 

市街地にある老朽危険空き家 

（鶴岡市・H26.11） 

※ 特定空家等＝13 ページの２－⑤に記載 
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表 13 農地・森林を相続したら土地届け 

  

 

 

  

出典：農林水産省「土地届け」パンフレットから 

-17-



 

 

表 14 森林所有者届出制度 

 

 

出典：農林水産省「森林所有者届出制度」パンフレットから 
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 ⑴ 相続のスケジュール 

   相続が開始した場合、相続人は次の三つのうちいずれかを選択できます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 相続の基本 

  ① 相続財産の取扱い 

    相続の対象となる遺産は、動産（預貯金・有価証券等）、不動産（土地・建物（空

き家を含む））などといったプラスの遺産ばかりではありません。被相続人の借金な

どマイナスの資産も対象となります。 

１.空き家の相続について 

流  

第４．空き家の所有者特定と除却の進め方について 

流  

①単純承認 
 

③相続放棄 
 

相続人が被相続人の土地・建物の所有者等の権利や借金等 

の義務をすべて受け継ぐ 

 

★相続の開始を知ってから、何もしないで３か月が 

過ぎてしまったら…… 

  

 自動的に債務を含めて「単純承認」したことになる。 

 

相続人全員で遺産分割協議を行う。 

 

遺産分割協議書を作成する。 

 

遺産の名義変更の手続き（登記など）を行う。 

②限定承認 
 

被相続人の債務がどの程度あるか不明であり、財産が残る可

能性もある場合等に、相続人が相続によって得た財産の限度

で被相続人の債務の負担を受け継ぐ。 

 

相続が始まったことを知ってから３か月以内に、相続人全員

が共同で、限定承認の申立てを家庭裁判所に行う。 

 

被相続人の権利や義務を一切受け継がない 

 

相続が始まったことを知ってから３か月以内に、相続放棄の

申立てを家庭裁判所に行う。（複数の相続人のうち単独でも行

える） 

 

 

 

 

 

 

遺 

 

言 

 

書 

 

が 

 

な 

 

い 

 

 

 

適正な遺言書がある 公正証書遺言や検印を受けた自筆証書遺言などがあれば、そ

の遺言に従って相続手続きを行うことができる。 
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  相続開始を知ってから３か月を過ぎると、「単純承認」したものとされ、借金や債

務を一切含めた遺産を引き継がなければならなくなります。 

  プラスの財産とマイナス財産を比較して、プラスかマイナスか不明の場合、また

は借金が多いと予想される場合は「限定承認」、マイナスがかなり多ければ「相続放

棄」することもできます。 

 

② 法定相続人とは 

    法定相続人とは、法律で定められた相続の権利を有する人で、被相続人（故人）

の配偶者・子（直系卑属）・直系尊属・兄弟姉妹に大きく分けられます。 

   イ）配偶者 

…常に相続人となります。 

   ロ）子（直系卑属） 

…被相続人に子がいれば第１順位で相続人になります。婚姻関係にある男女間 

の子（嫡出子）も、婚姻関係にない男女間の子（非嫡出子）も同等の相続権が

あります。先妻の子も後妻の子も身分は同じです。 

・養  子…養子も実子と同様に相続人になります。養子は実親の相続人にもな

ります。（特別養子の場合を除く－原則として６歳未満の子を養子と

するもので、実親より養親による養育が子の利益になる場合に認めら

れる養子縁組） 

 ・代襲相続…被相続人よりも前に子が亡くなっていた場合、孫がその子に代わっ

て相続人になります。 

       また、子が生存していても孫が相続人になるときがあります。例え

ば、子が相続欠格とされたり、相続人から排除された場合などです。 

 ・認  知…婚姻関係のない男女間の子であっても、父親の認知によって相続人

となります。 

   ハ）直系尊属 

…父母、祖父母、曽祖父母などを指します。直系尊属が相続人になれるのは、

被相続人に子も孫もいないケースのみです。親等の近い者が優先的に相続人に

なります。 

   ニ）兄弟姉妹 

     …被相続人に子も孫も直系尊属もいない場合、その人の兄弟姉妹が相続権を持

ちます。被相続人よりも前に兄弟姉妹がなくなっていた場合には、甥姪がその

兄弟姉妹に代わって相続人になります。なお、兄弟姉妹に代わって相続人にな

れるのは甥姪までです。 

 

 ③ 法定相続人以外とは 

   上記②の法定相続人のほかに、遺産を受け継ぐことができるは次のとおりです。 

 イ）受遺者 

…遺言によって財産の受取人として指名された者。 
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ロ）特別縁故者 

…法定相続人にも受遺者にも該当する人がいないとき、家庭裁判所に被相続人と

特別の縁故があったことを申し立てそれを認められた者。 

   

  ④ 相続人が行方不明などの場合 

    相続人の中に行方不明の人や、生死すらわからない人がいる場合、遺産分割協議

や空き家の除却処分を進めようにも法的権利の整理ができないという困ったことと

なります。 

本書では、次項以降で、空き家の所有者の特定の流れについて説明します。 

 

⑤ 相続順位と相続分について 

  イ）相続人が配偶者と子（１人）の場合 

   ⇒全遺産を配偶者 1/2、子 1/2 の割合で相続する。 

子が複数いるときは、この 1/2 を均等に分割する。仮に子が 3人いる場合 

子１人当たりの相続分は全財産の 1/2×1/3＝1/6 になります。 

配偶者がいなければ（死亡・離婚等）、子のみが全遺産を相続します。 

 

  ロ）被相続人に子がいない場合 

   ⇒全遺産を配偶者 2/3、直系尊属 1/3 の割合で相続する。 

配偶者がいなければ、直系尊属が全遺産を相続します。 

 

  ハ）被相続人に子も直系尊属もいない場合 

   ⇒全遺産を配偶者 3/4、兄弟姉妹 1/4 の割合で相続する。 

        兄弟姉妹の相続分は原則として均等に分けます。ただし、父母の一方が異な 

る場合の兄弟姉妹の相続分は、父母双方を同じくする兄弟姉妹の相続分の 1/2

となります。 

配偶者がいなければ、兄弟姉妹が全遺産を相続します。 

 

 

⑶ 空き家の相続放棄について 

   相続放棄すれば、相続財産について何も責任を負わないというわけではありません。 

   

 

 

 

    上記の規定があり、自分の財産ではないものの一定の管理をしなければならな 

ことになっています。倒壊によって負傷者や物的な損害が発生した場合、損害賠 

償の責任を問われる可能性があります。 

 

民法第 940 条 
相続の放棄をした者は、その放棄によって相続人となった者が相続財産の管

理を始めることができるまで、自己の財産におけるのと同一の注意をもって、
その財産の管理を継続しなければならない。 
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    また、相続放棄した者には、空き家の管理義務があるとして、文書による通知 

   や解体撤去の要請がなされる可能性があります。 

 

 

⑷ 共有名義の空き家の管理・活用・処分について 
 

 

出典：「空き家の管理・活用術」（大分県企画振興部編）より 
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 市町村において、空き家の所有者を確認していく場合の作業の流れを示します。 

 

 

相続を開始させ、
相続人を新たな 
権利者とする 

相続人と交渉 

２.空き家の所有者を確認する流れ 

市町村において   不動産登記事項証明書を取得 

所有者の確認    固定資産台帳により確認 

 

 

 

 

 

 

所有者の生死の確認⇒所有者の戸籍謄本・戸籍附票を取得 

所有者が生存 

不 在 者 の 調 査 

所有者が死亡 

 

未登記物件は別対応を検討 

所
有
者
と
交
渉 

所有者の出生から死亡に 

至るまでの戸籍謄本を取得 

所有者への連絡 所有者の相続人 
を調査する ⇒ 

相続人が判明 相続人がいない 

戸籍附票等で相続人の住所
を確認し、連絡をとる。 

戸籍上相続人がいるが、相 
続資格がない（相続放棄等） 
場合や戸籍上相続人がいな
いが、包括受遺者がいる場合 
等もある。 
を確認し、連絡をとる 

相続財産管理人 

選任の申立て 

所在不明の 

相続人がいる 

・不在者宛ての返送郵便 

・捜索願受理証明書 

・親族からの聴取書（電話・手紙）等 

不在者財産管理人選任の申立て 

空き家所有者等
の所在が不明な
場合に、その所在
者を法律上死亡
したものとみな
し、戸籍上死亡し
たものとみなす
制度 

失踪宣告 

所
有
者
が
所
在
不
明 

 

空き家対策特別措置法施行後 

⇒ 
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［不在者財産管理制度手続きの流れ］ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３.空き家の所有者不在の手続きの流れ 

流  

不在者財産管理人選任の申立て 

審 理⇒関係官署に対する調査、親族や財産管理人候補者への照会 
（申立て前に照会がない場合） 

許可審判 

権限外行為許可の申立て 

⑴ 概 要 

不在者（従来の住所又は居所を去り容易に戻る見込みない者）に財産管理人がいな

い場合に、家庭裁判所は、申立てにより不在者自身や不在者の財産について利害関係

を有する第三者の利益を保護するため、財産管理人の選任等の処分をすることができ

る（民法第 25 条以下）。 

⑵ 申立人 

 ・検察官及び利害関係人（不在者の配偶者、相続人、債権者など） 

  ※市町村も不在者との間に用地買収の計画がある、税金の滞納、損害賠償請求権があるような場合 

    申立てできる。 

⑶ 管 轄 

 ・不在者の最後に確認された住所地を管轄する家庭裁判所が管轄となる。 

⑷ 効 果 

・不在者財産管理人は財産を管理、保存（修繕）、利用（賃貸）することができる。 

・不在者財産管理人は家庭裁判所の権限外行為許可を得た上で、不在者に代わって、 

遺産分割、不動産の売却等を行うことができる。 

⑸ 申立てに必要な費用…収入印紙 800 円、連絡用の郵便切手 

⑹ 申立てに必要な書類（標準的な場合） 

 ①申立書 ②不在者の戸籍謄本（全部事項証明書）③不在者の戸籍附票 ④財産管理人 

 候補者住民票又は戸籍附票 ⑤不在の事実を証する資料 ⑥不在者の財産に関する資 

 料⑦申立人の利害関係を証する資料（戸籍謄本（全部事項証明書））など 

 ※以上の書類を準備することが困難なため、司法書士等に依頼する場合が多い。 

審 判⇒不在者財産管理人の選任（弁護士、司法書士等） 

不在者財産の管理・保存を超える行為は、別に裁判

所の許可が必要です。 

許可必要な行為：建物の解体、土地売買契約締結、 

相続の放棄、遺産分割協議など 

許可不要な行為：建物の修繕や賃貸、債務の履行 

 

予納金の納付 
不在者財産がほとんどないような場合に、管理費用にあてる 
ため、家庭裁判所で事情を斟酌して通知する額を予納する。 
 
家庭裁判所の許可が必要 
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管理終了原因の発生 
・不在者本人が財産を管理することができるようになったとき 

・管理すべき財産がなくなったとき 
・不在者の死亡が判明したとき 等 

不在者財産管理人に対する報酬付与の申立て 

報酬付与審判 

不在者・その相続人等に対する 管理財産の引継 

不在者の財産管理に関する処分取消しの申立て 

処分取消しの審判 

管理終了⇒管理終了報告書を裁判所に提出 

⑺ 補足説明 

Ｑ１．市町村は申立人になれますか。 

Ａ．  不在者財産につき用地買収を計画しているとか、税金を滞納しているとか、損 

害賠償請求権があるなど、債権債務がある利害関係人である必要があると考えら 

れますので、専門家とご相談ください。 

 

Ｑ２．財産管理人になるには、どのような資格が必要ですか。 

Ａ．  資格は必要ありませんが、財産管理人は、不在者の財産を管理するために選 

  ばれるものですので、職務を適切に行えることが必要です。 

 通常、不在者との関係や利害関係の有無などを考慮して、適格性が判断され 

て選任されているようです。申立人は選任にあたっては、あらかじめ希望を述べ   

ることができますが、家庭裁判所の裁量により決定され、特に希望を述べない場 

合には、弁護士・司法書士などの専門職の方が選任されるようです。 

 

不在者財産管理人による財産目録の作成 
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≪参考文献≫ 裁判所ＨＰ記載内容／不在者財産管理人の選任 

（http://www.courts.go.jp/saiban/syurui_kazi/kazi_06_05/） 

Ｑ３．予納制度について教えてください。 

Ａ． 不在者財産管理人選任の申立の際には、家庭裁判所から一定の額（家庭裁判所 

  及び事案により異なる。）の予納を命じられ、不在者の財産がない、または不足 

する場合の不在者財産管理人の報酬は、当該予納金から支払われることとなるた 

め、この場合、結果的には申立人の負担となることに留意してください。 

 なお、次問のとおり、不在者所有の建物の除却についても、申立時点で申立て

の目的と不在者の財産の状況（申立ての時点でわかっているもの）を勘案して除

却に要する費用相当額についても予納するよう求められると予想されます。 

 実例では、市街地では 50 万円ぐらいですが、山間地では 150 万円ぐらいとな

る場合もあるようです。 

 

 Ｑ４ 予納金について、どのような場合に民事法律扶助制度を利用できますか。 

 Ａ． 申立人が個人の場合で、不在者財産管理人選任申立を弁護士・司法書士に依頼

したいが、申立人の収入や資産が乏しい場合、民事法律扶助制度を利用する方法

があります。 

    民事法律扶助制度は、経済的にお困りの方を対象に、弁護士・司法書士費用を

立替える制度です。申立にかかる予納金も審査のうえ、50 万円を限度にお建て

替えできる場合もあります。 

    利用に際しては、日本司法支援センター山形地方事務所(法テラス山形)へお問

い合わせください。 

〒990-0042 山形市七日町 2-7-10 NANA BEANS８F TEL 050-3383-5544 

 

Ｑ５．不在者財産管理人が、不在者に代わって遺産分割協議をする場合や、不在者の 

  財産を処分する必要がある場合、どのような手続きが必要になりますか。 

Ａ．① 「権限外行為許可」という手続きが必要になります。遺産分割協議をしたり、 

    不在者の財産を処分する行為は、財産管理人の権限を越えていますので、この 

    ような行為が必要な場合は、別に家庭裁判所の許可が必要となります。 

（許可が必要な行為の例）不動産の売却、建物の解体、相続の放棄、遺産分割 

            協議の成立 等 

（許可が不要な行為の例）建物等の修繕、建物等の賃貸、債務の履行 等 

   ② このため、不在者財産管理に係る空き家を市町村が買い取り、建物の除却及

び跡地活用等を図るような場合、不在者の財産である建物及び土地の売却は、

家庭裁判所の許可を得た上で、市町村は不在者財産管理人と売買契約を結び、

不在者財産管理人から建物及び土地を取得することになります。 
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［相続財産管理制度手続きの流れ］ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４.空き家の相続人不明の場合の流れ 

流  

相続財産管理人選任の申立て 

審 理⇒関係官署に対する調査、親族や財産管理人候補者への照会 

⑴ 概 要 

相続人の存在、不存在が明らかでないとき（相続人全員が相続放棄をした場合も含

まれる。）には、家庭裁判所は、申立てにより被相続人（亡くなった方）の債権債務

関係の清算を行うこと等を目的に相続財産の管理人を選任する。（民法第 951 条以

下）。 

⑵ 申立人 

 ・検察官及び利害関係人（被相続人の債権者、特定遺贈を受けた者、特別縁故者など） 

※市町村も被相続人との間に用地買収の計画がある、税金の滞納、損害賠償請求権があるような 

場合申立てできる。 

⑶ 管 轄 

 ・被相続人の最後の住所地を管轄する家庭裁判所 

⑷ 効 果 

・相続財産管理人は被相続人（亡くなった方）の債権者等に対して、被相続人の債務

を支払うなどして清算を行い、清算後残った財産を国庫に帰属させることになりま

す。 

・特別縁故者（被相続人と特別の縁故のあった者）に対する相続財産分与がなされる

場合もあります。 

⑸ 申立てに必要な費用 

①収入印紙 800 円、②連絡用の郵便切手、③官報公告料 3,670 円 

⑹ 申立てに必要な書類（標準的な場合） 

 ①申立書 ②被相続人の生涯全ての戸籍謄本等 ③被相続人の父母の生涯全ての戸籍

謄本等 ④被相続人の子（及びその代襲者）の生涯全ての戸籍謄本 ⑤被相続人の直系

尊属の死亡の記載のある戸籍謄本等 ⑥被相続人の兄弟姉妹で死亡者がいる場合、その

兄弟姉妹の生涯全ての戸籍謄本等 ⑦代襲者としての甥姪で死亡者がいる場合、甥姪の

死亡の記載がある戸籍 ⑧被相続人の住民票除票または戸籍附票 ⑨財産を証する書

類（不動産登記事項証明書、預貯金及び有価証券の残高証明書等） ⑩利害関係人から

の申立ての場合、利害関係を証する資料として戸籍謄本、金銭消費貸借証書の写し等）

⑪財産管理人の後補者がある場合には、その住民票または戸籍附票 

 

 候補者住民票又は戸籍附票 ⑤不在の事実を証する資料 ⑥不在者の財産に関する資

料 

 ⑦申立人の利害関係を証する資料など（戸籍謄本（全部事項証明書）） 

 ※戸籍等の謄本は、戸籍等の全部事項証明書という名称で呼ばれる場合があります。 

 ※戸籍謄本等には、除籍謄本、改正原戸籍を含みます。 

 ※以上の書類を準備することが困難なため、司法書士等に依頼する場合が多い。 

予納金の納付 
相続財産がほとんどないような場合に、管理費用にあてる 
ため、家庭裁判所で事情を斟酌して通知する額を予納する。 
 
家庭裁判所の許可が必要 

・戸籍上相続人が存在しない場合 
・戸籍上相続人がいるが、相続放棄等により、相続資格がない場合 
・戸籍上相続人がいないが、包括受遺者がいる場合 
・相続財産が存在することの確認 
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３か月以内 

国庫引継ぎ 

２か月経過後 

許可審判 

権限外行為許可の申立て 

審 判⇒相続財産管理人の選任（弁護士、司法書士等） 

（公告期間満了）相続人不存在の確定 

特別縁故者に対する財産分与の申立て 

却下の審判 

相続財産管理人選任の公告 

相続債権者・受遺者に対する請求申出の公告 

相続人捜索の公告 

２か月経過後 

６か月以上 

分与の審判 

分与の実行 

相続財産管理人に対する報酬付与の申立て 

報酬付与審判 

管理終了⇒管理終了報告書を裁判所に提出 

※受遺者=遺言により遺産を
取得した者をいい、相続に
よる場合は含まない。 

※特別縁故者=相続人と生活を一に
する、その介護にあたる等により
その相続人に特別の功績があった
者等をいう。被相続人に相続人が
ない場合、家庭裁判所は特別縁故
者に被相続人の財産を分与するこ
とができる。 

相続財産の管理・保存を超える行為は、別に裁判所

の許可が必要です。 

許可必要な行為：建物の解体、不動産の売却など 

許可不要な行為：建物の修繕、債務の履行など 
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⑺ 補足説明 

Ｑ１．市町村は申立人になれますか。 

Ａ．  相続財産につき買収を計画しているなど、用地買収を計画しているとか、税金 

を滞納しているとか、損害賠償請求権があるなど、債権債務がある利害関係人で

ある必要があると考えられますので、専門家とご相談ください。 

 

Ｑ２．相続財産管理人の報酬はどのように支払われるのですか。 

Ａ． 相続財産から支払われます。ただし、相続財産が少なくて報酬が支払えないと

見込まれるときは、家庭裁判所から一定の額（家庭裁判所及び事案により異な

る。）の予納を命じられます。 

 なお、当該空き家の売却や他の財産や負債の清算等で残余があった場合には、

予納金が返還される場合があります。 

 実例では、市街地では 50 万円ぐらいですが、山間地では 150 万円ぐらいとな

る場合もあるようです。 

 

 Ｑ３ 予納金について、どのような場合に民事法律扶助制度を利用できますか。 

 Ａ． 申立人が個人の場合で、相続財産管理人選任申立を弁護士・司法書士に依頼し

たいが、申立人の収入や資産が乏しい場合、民事法律扶助制度を利用する方法が

あります。 

    民事法律扶助制度は、経済的にお困りの方を対象に、弁護士・司法書士費用を

立替える制度です。申立にかかる予納金も審査のうえ、50 万円を限度にお建て

替えできる場合もあります。 

    利用に際しては、日本司法支援センター山形地方事務所(法テラス山形)へお問

い合わせください。 

〒990-0042 山形市七日町 2-7-10 NANA BEANS８F TEL 050-3383-5544 

 

Ｑ４．相続財産管理人が、相続財産を処分する必要がある場合、どのような手続きが

必要になりますか。 

Ａ． 「権限外行為許可」という手続きが必要になります。建物等の解体や相続財産

を処分する行為は、財産管理人の権限を越えていますので、このような行為が必

要な場合は、別に家庭裁判所の許可が必要となります。 

（許可が必要な行為の例）不動産の売却、建物等の解体 等 

（許可が不要な行為の例）建物等の修繕、債務の履行 等 

   ⇒ このため、相続財産管理に係る空き家を市町村が買い取り、建物の除却及び

跡地活用等を図るような場合、相続財産に属する建物及び土地の売却は、家庭

裁判所の許可を得た上で、市町村は相続財産管理人と売買契約を結び、相続財

産管理人から建物及び土地を取得することになります。 

≪参考文献≫ 裁判所ＨＰ記載内容／相続財産管理人の選任 

（http://www.courts.go.jp/saiban/syurui_kazi/kazi_06_15/） 

-29-

http://www.courts.go.jp/saiban/syurui_kazi/kazi_06_15/


⑥行政代執行 

①特定空家としての認定 

 

 

 

 空き家対策特別措置法に基づく、市町村が行う空き家の除却処分の手続きの流れを示し

ます。 

 ※主に空き家対策特別措置法第 14 条の規定（H27.5.26 施行）による手続きの流れを示しています。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

②助言・指導 

 

 

③ 勧 告 

 

 

④ 命 令 

 

 

    ⑤ 罰 金 

 

 

 

 

 

 

（注）特定空家等の具体的な内容及び行政代執行に至るまでの手続きについては、H27.5.26 に 
国がガイドラインを示す予定である。 
 

５.空き家の除却処分の手続きの流れ 

流  

市町村長は、特定空家等の所有者等に対し、除却、修繕、

立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図るために

必要な措置をとるよう助言・指導することができる。 

なお、改善されない場合には、相当の猶予期限を設けて

必要な措置をとるよう勧告することができる。 

また、正当な理由なく勧告に係る措置をとらなかった場

合、相当の猶予期限を付けて必要な措置をとるよう命令

することができる。 

命令に違反した場合、50 万円以下の過料（罰金）に処

される。 

命令に係る措置をとらない場合、履行しても十分でない

場合、又は履行しても期限内に完了の見込みがない場合

は、行政代執行法の定めるところに従い、本来、特定空

家等の所有者等が履行すべき措置を代執行できる。 

特定空家等＝次のような状態にある空き家等【おおむね１年以上使用されてい 
ない建物とその敷地】を特定空家等という。 

イ）そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態 

ロ）著しく衛生上有害となるおそれのある状態 

ハ）適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態 

ニ）その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態 

 

実態調査等に基づき、特定空家等の認定を行う。 
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［公共事業等が入った場合に利用可能な手続き］ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

土地収用法による事業認定申請（市町村、社会福祉法人等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

    必要期間 １か月から１か月半 

 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

⑴ 概  要 

土地収用法第３条に該当する事業において、土地、建物の所有者が所在不明又は 

 氏名等全く不明の場合、①事業認定、②収用委員会への裁決申請、不明裁決を経て、 

③起業者自ら又は市町村による代行により建物を撤去することができる。 

⑵ 申請者 

  起業者（収用法第３条各号に該当する事業を行う者 例：市町村、社会福祉法人等） 

⑶ 収用法第３条各号に該当する主な事業 

  市町村道、学校、公民館、保育園、特別養護老人ホーム等社会福祉施設、市町村が 

 設置する公園、広場等 

⑷ 効 果 

建物の収用が認められた場合、起業者は建物の撤去ができる。 

建物の収用が認められない場合、起業者は市町村長に代行の請求を行う。市町村長 

は、代執行手続きを経ることなく、直ちに代行して建物の撤去ができる。 

 

 

⑸ 申請に必要な書類（主なもの） 

①事業認定申請書 ②事業計画書 ③起業地及び事業計画を表示する図面  

④事業説明会等実施した状況のわかる書類 ⑤その他事業の必要性を示す書類等 

※事業により必要となる書類等が異なるため、事前の相談が必須となる。 

事前相談から正式申請まで３～４か月ほどかかっているのが一般的である。 

 

事業認定告示（収用法第１６条） 

⑹ 裁決申請 

  ① 事業認定告示日から１年以内に山形県収用委員会に裁決申請（権利取得裁決）
を、４年以内に裁決の申出（明渡裁決）を行うこと（収用法第 39 条・第 29 条
第２項） 

 ② 明渡裁決の申出の際に建物の移転料が価値を超える場合には、建物の収用を 

  請求すること（収用法第 79 条：移転料多額の場合の収用請求） 

県（県土利用政策課）：受理・審査 

収用裁決申請及び明渡裁決の申立て（収用法第 39 条・第 47 条の３） 

６.空き家の除却に土地収用法を活用する場合 

流  

不在者財産管理人制度へ移行 
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      通常 申請から裁決まで６か月程度必要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

              

 

 

 

 

 

 

  

⑻ 明渡裁決の申立てに必要な書類（主なもの） 

 ①明渡裁決の申出書 ②市町村別に土地の地番、地目、土地にある物件の種類及 

 び数量、関係人、損失補償金の見積もり、物件の移転時期を記載した書類 ④土 

地調書等 

 

山形県収用委員会 受理・開始決定・審理 

裁 決 

補償金の支払い（所有者不明により法務局へ供託） 

収用法第 79 条による建物

の収用が認められた場合 

起業者による建物撤去の

うえ、事業施行 

収用法第 79 条による建物の収用の 

請求ができなった又は認められな 

かった場合 

起業者から市町村長に代行請求 

⑼ 請求に必要な書類 

 ①所有者の所在不明又は全く不明 
であることを証明する資料 

市町村長の代行による建物撤去

のうえ、事業者による事業施行 

⑽ 補足説明 

◯ 事業認定（約６か月）、収用裁決（約６か月以上）、補償金供託及び代行（市

町村）まで年単位の期間が必要であり、事務量も相当量となり費用も高額とな

る。 

◯ 通常は、事業認定を受けた後、起業者が裁判所に不在者財産管理人の選定を

申立てて、不在者財産管理制度により手続きを進めるのが一般的である。 

⑺ 収用裁決申請に必要な書類（主なもの） 

 ①裁決申請書 ②事業計画書及び起業地及び事業計画を表示する図面 ③市町村 

 別に収用する土地の地番、地目、面積、関係人、補償金の見積り、権利を取得する 

 時期を記載した書類 ④土地調書等 
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 ⑴ 空き家対策特別措置法について 

  平成26年11月に「空家等対策の推進に関する特別措置法（平成26年法律第127号）」

が制定され、国による空き家等対策に係る「基本指針」の策定、市町村による「空き

家対策計画」の作成、特定空家等に対する措置、国及び都道府県による財政上の措置

等について規定されている。平成 27 年２月 26 日（特定空家等に対する措置等の一部

規定は平成 27 年５月 26 日）から施行される。 

  ※「空家等」及び「特定空家等」の定義については、13 ページの注釈を参照のこと。 

 

 ⑵ 空き家対策に係る対応指針について 

   本県は、高齢化が著しく、所有者等の都市部等への転居、及び入院や福祉施設への

入所等により、長期間にわたり居住しない空き家が増加している。中でも老朽化した

空き家は、積雪による倒壊や管理が不十分なことによる近隣住民や通行者に危害を及

ぼす可能性をはらんでいる。 

   一方、空き家は、防災、防犯、景観、衛生等の問題はあるが、空き家は私有財産の

ため、市町村が行政としての対策を講ずる場合も制約が多く対応に苦慮していた。 

   このため、平成 23 年 11 月から、県関係課、市町村等の参加による「空き家対策検

討会」を開催し、平成 24 年 10 月に空き家対策に関する県と市町村の役割分担と必要

な対策を盛り込んだ「空き家対策に係る対応指針」を策定し、市町村で空き家対策条

例を制定する際の道標となり、市町村の空き家の適正管理等に関する対策等を支援し

ている。 

   この対応指針では、次のような内容を示している。 

イ 空き家の発生抑制（中古住宅の流通の活性化など） 

ロ 空き家の適正管理（所有者等への啓発など） 

ハ 利用可能な空き家の活用（空き家バンク等による情報提供の実施など） 

ニ 空き家の老朽度・危険度の判定基準 

ホ 市町村が条例を作成する際に参考となるモデル条例の作成 

 

⑶ 市町村の空き家対策条例について 

   本県では、平成 26 年 12 月現在、28 市町村において空き家対策条例が制定されてい

る。このうち、代執行の規定まで盛り込んでいるのは９市町村である。（参考資料③参

照） 

   また、市町村からの聞き取り調査では、「空家等対策の推進に関する特別措置法」の

内容を見てから条例制定を検討したいという市町村もあった。 

 

 

第５．空き家対策に関する取組状況について 

流  

１.空き家対策法令・条例等について 
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 本項目以降は、平成26年度の市町村に対する空き家対策に関する聞き取り調査の結果、

並びに平成 26 年 12 月に取りまとめられた県内市町村における空き家対策に関するアン

ケート調査結果などを踏まえ整理したものである。 

 

⑴ 空き家の適正管理の啓発について 

 ① 広報媒体の利用等による意識啓発 

▽ 県内 22 市町村において、広報誌、ホームページ、チラシ等による空き家の適正 

管理に係る住民への意識啓発を行っている。中には、地区会長による周知を行って 

いる市町村もある。 

 ② 専門家による相談体制整備 

▽ 弁護士、司法書士、不動産業者等の専門家リスト作成等による相談体制の整備 

 を行っているのは、県内２市町村にとどまった。 

 ③ 納税通知書等の活用 

▽ 県内 12 市町村では、固定資産税納税通知書等に空き家の適正管理を促す文書を 

同封している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２.空き家の適正管理について 

表 15 酒田市の空き家の適正管理の啓発文書 

図１０ 酒田市の空き家の適正管理の啓発文書 

 

出典:山形県空き家対策に係る対応指針（資料編） 
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⑵ 空き家台帳について 

 ① 空き家の実態調査 

  ▽ 県内 34 市町村では空き家の実態調査済み。うち５市町村では宅建協会、コンサ 

   ルタント、建築組合に実態調査を委託していた。 

 ② 建物の老朽度・危険度の判定 

  ▽ 県内 24 市町村では、職員による目視調査等による空き家の老朽度・危険度の判

定を実施済みである。 

 ③ データベース化 

  ▽ 県内 24 市町村では、データベース化に取り組んでいる。特に東根市では、H26.7

に地図システムへの空き家情報の登録が行われた。 

▽ 一部の市町では、今後、空き家の情報を電子地図で管理したいと考えている。 

 

⑶ 空き家対策ネットワークの構築等について 

  空き家の適正管理のため、地域（住民自治会・町内会等）の方の協力を得て進める

のも一つの方法です。また、空き家の利活用や除却を推進する上では、不動産業者、

建設業者、弁護士・司法書士等法律家などと連携して進めていくことが重要である。 

酒田市では、住民からの空き家に関する相談が多くなり、市として実際に問題物件

で苦労されている方や将来的に空き家を増やさないようにするため、空き家等の実態

調査（平成 23 年８～９月）、空き家対策条例の制定・施行（平成 24 年３月・７月１日）

を経て、市独自の空き家対策として、①酒田市空き家等見守り隊モデル事業、②酒田

市空き家等ネットワーク協議会の運営を行っており、どちらも効果を上げている。 

 ① 酒田市空き家等見守り隊モデル事業 

   酒田市では、空き家などの調査や緊急の見回り、所有者と自治会・近隣住民が連

絡を取り合える関係を作るため、平成 25 年度は２自治会、平成 26 年度は３自治会

の協力を得て、「酒田市空き家等見守り隊」を組織しました。 

   酒田市空き家等見守り隊は、所有者の了承を得た上で、イ）敷地内に入って危険

な場所がないか点検を行う、ロ）倒壊のおそれのある空き家を一部解体し、出た鉄

くずを売って得た資金で倒壊防止措置を取るなどの取組みを行い、成果を上げてい

る。 

 ② 酒田市空き家等ネットワーク協議会 

酒田市では、空き家・空き地の適正管理・利活用を促進するため、市内の次の各事

業者団体・協会の協力を得て、平成 25 年７月９日に「酒田市空き家等ネットワーク

協議会」を設立している。 

   イ）宅地建物取引業者（空き家の売買、賃借） 

   ロ）建設業者（空き家の解体） 

   ハ）司法書士（相続、権利関係などの手続き） 

   ニ）金融業者（解体等の融資） 

   なお、平成 25 年度は 94 件の相談があり、そのうち 15 件が契約に結び付くなどの

実績に至っている。 
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表 16 酒田市空き家等見守り隊モデル事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：酒田市広報紙から 
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表 17 酒田市空き家等ネットワーク協議会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：酒田市広報紙から 
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空き家バンク運営状況（実施市町村の合計）

県外移住者

H25 314 83 33 4 58

H24 226 96 33 21 48

H23 181 56 22 10 70

問合せ
件数

現地案内
件数

契約数
年度末の
登録物件数

 

 

 

⑴ 所有者の意向確認について 

  ▽ 県内 12 市町村では、アンケート調査等により、空き家所有者等の賃貸等の意向 

について確認している。 

 

⑵ 空き家の利活用の促進 

① 空き家バンクによる空き家の利活用の促進 ⇒後添図 11 参照 

   ▽ 空き家バンクは、空き家の賃貸・売却を希望する所有者が物件を登録し、市町 

  村のホームページで空き家利活用希望者に紹介する制度。 

平成 26 年９月１日現在、17 市町村が運営しており、12 市町村が設置を検討中。 

 

 

 

 

 

 
    ※ 県では、移住情報ホームページ「すまいる山形暮らし情報館」において、県内の空き家 

バンクを紹介しているほか、メールや電話による相談業務を実施している。 

② 空き家利活用相談窓口 

   ▽ 不動産業界の２団体の本部・支部の 15 か所に空き家利活用相談窓口を設置して、

空き家所有者から相談を受けるもの。（平成 27 年７月開設予定） 

     売買、賃貸、管理、解体、相続などの相談を、それぞれの専門業界団体に取次

いで処理し、老朽危険空き家の発生抑制と利活用の促進を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３.利活用可能空き家対策について 
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 ⑶ 空き家を活用した移住・定住促進制度 

  ① 定住促進空き家活用事業【総務省補助事業】⇒解説資料①参照 

  ［概要］過疎地域市町村が、地域の空き家を 10 年以上借り受けるなどして、台所、ト

イレ等の水回り等の改修を行った後、利用希望者に賃貸借する場合の空き家

を改修する費用を補助する。 

＜補助率：国・市町村各 1/2。ただし、市町村分に過疎債 75％充当可能。＞ 

   [実績] 平成 24 年度に５棟整備（最上町）、平成 25 年度に５棟整備（庄内町） 

 

② 山形県移住推進等空き家利活用支援事業（補助金制度）⇒後添図 12 参照 

［概要］移住希望者等が、市町村の運営する空き家バンクを利用して空き家を購入・

賃貸借し、台所、トイレ等の水回りや屋根、外壁等の改修を行った場合に補

助金を交付。若者世帯、新婚世帯、県外からの移住世帯には補助率及び交付

限度額のかさ上げを実施。 

＜補助率：1/6～2/3、補助額 10～40 万円＞ 

［実績］平成 24 年度 ５件、 平成 25 年度 ６件 

（注）平成 26 年度で事業終了。 

 

  ③ 市町村独自事業 

   イ）市町村が空き家を借り上げ、リフォーム後利用者に貸し出す事業 

▽ 遊佐町移住促進空き家利活用支援事業 ⇒解説資料②参照 

   ロ）県の補助を活用した空き家改修の助成制度 

▽ 12 市町 

   ハ）空き家利用者に対する奨励金支給制度 

    ▽ 朝日町の空き家バンク制度を利用し、空き家等を売買・賃貸し、６か月経 

     過した場合、奨励金として助成する。（助成額：10 万円） 

    ▽ 大江町の空き家バンク制度を利用して、空き家等を売買・賃貸し、６か月 

     経過した場合、奨励金として助成する。（助成額：10 万円） 

   ニ）空き家の出し手に対する清掃等への助成制度 

▽ 朝日町空き家バンク登録促進補助金…朝日町の空き家バンク登録物件の家 

 財道具の搬出・処分及び清掃等に要する経費を補助する。（助成額：最大３万 

円） 

   ホ）空き家・空き地バンク制度 

    ▽ 舟形町では、平成 25 年７月に「空き家・空き地バンク」を開始したことか 

     ら、「空き家等利用意向調査」を実施し、空き家等の所有者等に利用予定、利 

用形態、解体予定等を調査し、空き家バンクに誘導している。 

 

⑷ 空き家を活用した地域活性化対策 

① 空き家再生等推進事業（事業主体:市町村等）⇒解説資料③参照 

   ◯ 活用事業タイプ（補助率：国・市町村各 1/2 または国・市町村・所有者各 1/3） 

   ［概要］地域活性化に役立てる施設に空き家を改修する費用を補助するもの。 

   ［実績］平成 24 年度：上山市（旧武家屋敷から文化・観光施設へ転換） 

平成 25 年度：南陽市（農協事務所から交流施設）、 

庄内町（農協コメ倉庫からまちづくり拠点施設） 

（注）平成 27 年度から補助要件の見直しが行われる。 
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⑸ 平成 27 年度山形県の空き家に関する新規事業 

① 空き家をリフォームして住む場合の補助・融資 

 ▽ 平成 27 年度から山形県住宅リフォーム総合支援事業が拡充され、空き家をリフ

ォームして住む場合を補助・融資の対象とします。 

  ■ご利用の条件 

   ○「自ら所有し、自ら居住する住宅」または「空き家を購入または賃貸して居

住する住宅」であること 

   ○ 山形県内に所在地を有する個人事業者または山形県内に本店を有する法人

事業者が工事を施工すること。 

▽ 補助・融資を利用するには、部分補強、省エネ化、バリアフリー化、県産木材使

用、克雪化のいずれか一つ以上を含むリフォーム工事であることが必要です。 

  ▽ ただし、賃貸の目的で建てられた住宅の空き家・空き室は、補助・融資の対象

外です。また、リフォーム工事向けの「補助金」と「融資」は併用できません。 

 ▽ 補助・融資の内容は次のとおりです。 

   補 助：工事費の 10％（上限 30 万円） 

   融 資：固定金利 2.5％（融資額 100 万以上 500 万円以下） 

   対 象：空き家の「貸し手」も「借り手」も利用できる制度です。 

   備 考：三世代同居、移住世帯、新婚世帯及び子育て世帯の場合は、更に 

有利な制度が利用できます。 

イ）補助率の引き上げ  10％⇒20％ 

       ロ）上限額の引き上げ  上限 30 万円⇒40 万円 

       ハ）融資利率の引き下げ 固定金利 2.5％⇒2.0％ 

 

② 中古住宅の売買の際に行われる「住宅の現況検査」費用への補助 

 ▽ 中古住宅を安心して売買していただけるよう、住宅の現況検査（インスペクシ

ョン）費用への補助制度を創設します。 

 ▽ インスペクションの内容…基礎、外壁など住宅の部位ごとに生じている劣化現

象（ひび割れ、破損など）の状況を目視等を中心とした「非破壊」検査により把

握し、調査・検査結果を依頼主に報告すること。 

 ▽ インスペクションを行う技術者の条件…県が指定する団体に、インスペクショ

ン技術者として登録されているものであること。 

 ▽ インスペクション補助の内容…検査費用の２分の１を補助します。（上限３万円） 

     ※ただし、住宅の売買契約が成立した場合（所有権移転が済んだ場合）に限ります。 

 

      ⑸について、申請手続きなどの詳しいことは決まり次第発表されます。 

 

 

   

 

 
 
詳しくは  http://tatekkana.pref.yamagata.jp/  にアクセス  

または、   タテッカーナ  で 検 索 
 

補助金や低利融資などの支援制度は、 
山形県住宅情報総合サイト「タテッカーナ」の 
ホームページで確認できるよ。 
市町村ごとに住宅支援制度を検索すること

もできるよ。 
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①事業主体…過疎地域市町村 

②補助対象限度額…一戸当たり 3,500 千円 

               (注)3,988 千円（H27 から改定予定） 

③補助率…1/2 以内。 

ただし、財源スキームのとおり過疎債が使用可能 

④事業実施期間…原則として１年度以内 

⑤補助対象経費 

▽空き家改修費…ただし、空き家を借り受けて整備する場 

 合には、10 年以上借り受けを予約すること。 

⑥補助事業要件 

▽基幹的集落に点在する空き家を有効活用し、住宅を整備 

すること。 

▽３戸以上の空き家を整備すること。 

【庄内町の事例】 

 

【最上町の事例】 

 

 
 

【定住促進空き家活用事業】（総務省補助事業）≪最上町・庄内町≫ 
 

◯地域の空き家を活用し、地域における定住を促進するため、空き家の改修に必要な 

経費に対して補助を行うもの。 

 

市町村が所有者等から空き家を 10 年間以上借り受ける    財源スキーム 
  などして、水回り等を改修し、利用者に貸し出すもの 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

   
 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：各町より資料提供 

財源スキーム 

※集落再編整備のための
住宅に係る過疎債充当
率は 75％ 

▽ 最上町で平成 24 年度に町内の空き 
家所有者から空き家物件５件を 10 年 
間借受けて改修し入居者を募集。 
 現在すべての物件に入居中。 

▽ 賃貸期間は、最長 10 年。 
▽ 利用料は、月 35,000 円。 
▽ この他、空き家情報登録制度や制度 
を利用した改修工事への助成制度があ
る。 

 

▽ 庄内町で平成 25 年度に町内の空き
家所有者から、空き家物件５件を 10 
年間、借受けて改修し入居者を募集。 

▽ 賃貸期間は、最長 10 年。 
▽ 利用料は、月 34,000～35,000 円 

 

解説資料① 

 

 

 

交 付 金 

50.0％ 

 

過 疎 債 

37.5% 

市 町 村 

12.5% 
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①事業主体…遊佐町 
②入居資格要件…遊佐町に住所を移し、賃貸借期間満 
了後も引き続き遊佐町に居住する意思のある者。定 
住促進のため、町長が特に利用を認めた者。 

③整備状況…事業主体が空き家を 10 年契約で借り上
げ。平成 25 年度に第１号住宅整備。平成 26 年度に
「多機能型」住宅と第２～４号住宅整備。 
第１～４号住宅は入居済み。「多機能型」住宅は移住

体験お試し利用のための住宅。 
④利用料金…家賃は月 38,000～40,000 円。「多機能型」
住宅は１泊 1,000 円。利用料の 70％を所有者に支払
う。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

【遊佐町移住推進空き家利活用支援事業】（町単事業） 
 
【遊佐町への移住者専用の定住促進空き家活用住宅】 

◯遊佐町が空き家バンクに登録されている空き家を借り受けて改修し、定住促進空き家 

活用住宅として、移住者に貸し出すもの。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 

 
 
 
 

①「多機能型」住宅外観写真 

 

 

 

 

 

 

 

「多機能型」住宅平面図 

 

解説資料②

③ 

1 階廊下左側にも部屋

があったが、リフォー

ムにより除却 

 

写真① 

写真② 

写真③ 

写真⑤・④ 

 

②「多機能型」住宅居室写真 
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出典：遊佐町より資料提供 

 

 

 

③１階キッチン 

 

⑤１階風呂 

 
④１階トイレ 

⑦１階キッチン

レ 

第２号住宅の状況

様子  

⑧１階洗面台 

⑥第２号住宅外観写真 

※内部の状況は、リフォーム直後のものです。 

 

※現在、第２号住宅は入居済みです。 

 

⑨１階トイレ 
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●対象地域 

▽空き家住宅等の集積が居住環境を阻害し、または地域活性化を阻害している一因となっている

産炭等地域または過疎地域 など 

●対象施設 

▽本事業を実施しようとする際に使用さ 

れておらず、かつ、今後も従来の用途 

に供される見込みのない空き家住宅ま 

たは空き建築物 

●事業内容 

▽空き家住宅及び空き建築物を、居住環 

境の整備及び地域の活性化に資する体 

験宿泊施設、交流施設、文化施設等の 

用途に供するため、当該住宅等の取得、 

移転、増改築を行う 

●助成対象費用 

▽空き家住宅・空き建築物の改修等に要 

する経費…空き家住宅等を体験宿泊施 

設、交流施設、文化施設等の用に供す 

るために行う住宅等の取得（用地費を除く）、移転、増築、改築等 

▽空き家住宅・空き建築物の所有者の特定に要する経費 

空き家住宅等の所有者の特定のための交通費、証明書発行閲覧費、通信費、委託費等 

 

 
 

【空き家再生等推進事業】（活用事業タイプ） 
 

◯老朽化の著しい住宅が存在する地区において、居住環境の整備改善を図るため、空き 

家住宅または空き建築物の活用を行う。 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
（注）平成 27 年度から助成要件の見直しが行われる。 

イ）助成対象地域に空家等対策計画に定められた空家等に関する対策の対象地区が加わる。 

ロ）助成対象費用に空家等対策計画の策定等に必要な空き家住宅等の実態把握に要する費用が 

加わる。 

 
 
【山形県上山市】旧武家屋敷を改修して、  

    文化・観光施設として利用（H24）  
 

  当該地区は、上山市中心部に位置し、４軒の武 

 家屋敷が連なる武家屋敷の一つ「旧曽我部家」を 

改修し、文化・観光施設として利用することにし 

た。 

 
●県内他の事例 

H  平成 25 年度 南陽市（農協事務所→交流施設） 
庄内町（農協コメ倉庫→ 

まちづくり拠点施設） 
  

地方公共団体 

 

国  費 

２分の１ 

地方公共団体 

２分の１ 

 

事業主体 

 

負担割合 

□が助成 

対象限度額 

 

 民間（例） 

 

国  費 

３分の１ 

地方公共団体 

３分の１ 

民  間 

３分の１ 

 

※民間主体は、要する経費に 2/3 を乗じた額と助
成金のいずれか少ない額 

※地方公共団体主体は、所有者から土地と空き家
の寄附が必要 

 

活用事業タイプ取り組み事例 

解説資料③ 
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【広島県庄原市】長屋住宅を改修して、交流・展示・観光施設として利用（H20～21） 

 

  市中心部に位置する当該地区は、老朽化した住宅や店舗等が密集するなど、防災・衛

生上の課題を抱えている。また、接道する道路の幅員も狭く、自立的な建替・改修・整

備等が困難な状況である。このため、中心市街地の住環境の改善及びまちなかの賑わい 

創出の推進を目指し、市が老朽化し空き家となっていた三軒続きの長屋住宅を改修し、

コミュニティレストランや特産物販売を行う店舗として活用した。 
 

出典：国土交通省及び中国地方整備局のホームページ資料から引用 

 
 
 

【官民協働による利活用可能空き家対策】 
 
 
【鳥取県鳥取市】空き家を活用した地域活性化  

…ＮＰＯ法人いんしゅう鹿野まちづくり協議会 
 

 ◯空き家等を活用する地域振興グランドデザイン策定から地域活性化に着手し、 

空き家を資源として多彩な地域活性化活動に活用している事例 

▽活動拠点「鹿野ゆめ本陣」…大正時代以前の古民家を所有者から賃料４万円／年で借 

り受け、老朽柱の補強、間仕りの変更、内外装の改修を経て活用。約 100 人から手作 
り小物を預かって販売しており、年 1,200 万くらいの売り上げがある。 

▽食事処「夢こみち」…「鹿野ゆめ本陣」向かい側にあった空き家を改修し、食事処と 

して活用。当初、行政は空き家を取り壊し、駐車場にする予定だったが、空き家を活 

用し街なみを残そうと提案し、話し合いを重ねた結果、食事処として活用することに 

なった。 

▽「天女の館 薫風亭」…持ち主から協議会が借用し、シェアリングにより、居住者に 

対してリユースすることで、協議会が中間者・管理者として家賃の一部を収入とする 

方法を採用。この手法により、継続的に空き古民家の再生・活用に取り組むことを目 

指している。 
 
 

【広島県尾道市】傾斜地に広がる空き家を地域資源として活用 

        …ＮＰＯ法人尾道空き家再生プロジェクト 
 

◯尾道市の南側斜面地区に広がる様々な空き家について、再生・活用に取り組む。 

◯尾道市空き家バンク特別区域について、尾道市と連携して空き家バンクを運営。 

＜空き家を活かしたコミュニティ再生の取組＞ 

   ・「空き家改修工事ワークショップ」により地域住民によるＤＩＹ技術力を向上 

   ・職人を招いて実際の空き家改修工事の現場で指導を受ける「尾道建築塾」開催 

   ・小学生向け「尾道空き家再生夏合宿の開催」 

   ・ゴミ出し、引っ越し等の支援、コミュニティスペースの運営 

 

出典：「空き家問題の解消に向けて」（中国地方整備局建政部編） 
中国地方整備局のホームページ資料から引用 
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⑴ 空き家の除却から地域活性化対策   

① 空き家再生等推進事業（事業主体:市町村等）⇒解説資料④参照 

   ◯ 除却タイプ（補助率：国 2/5・市町村 3/5 または国・市町村各 2/5・所有者 1/5） 

  ［概要］不良住宅の除却や跡地利活用のため、空き家除却費用を補助するもの。 

  ［実績］平成 25 年度：川西町（旧職員住宅の跡地をダリア園駐車場に） 

      平成 26 年度：山形市<1 件>、上山市<5 件>、米沢市<1 件>、飯豊町<3 件>、 

酒田市<3 件>、鶴岡市<1 件:下記②事業により実施> 

（注）平成 27 年度から補助要件の見直しが行われる。 

 

② まちの再生支援事業（事業主体：県住宅供給公社） 

   ▽ 市町村が空き家の寄附を受け、住宅供給公社を活用して建物を解体し、跡地を

宅地分譲又は広場・公園として活用することで、空き家の解体促進と市街地の住

環境改善及び居住人口の増加を図るもの。 

平成 26 年度：鶴岡市で１件実施済み 

 

③ 市町村独自事業 

イ）上山市の危険な状態にある空き家の解体工事費に対して補助する。 

（上山市老朽危険空家解体事業…50 万円を上限に 2/5 補助、H25 実績４件） 

⇒平成 26 年度からは上記①の事業を活用 

ロ）金山町の管理不全の状態にあるもの、または景観を阻害している空き家等の除 

却に対して補助する。 

（金山町修景形成補助金制度…50 万円を上限に 1/3 補助、H26.8 現在実績３件） 

ハ）飯豊町の管理不全の空き家について、所有者等が行う解体の費用の一部を補助 

する。 

（飯豊町老朽危険空き家解体支援事業…40万円を上限に1/2補助、H25実績８件） 

⇒平成 26 年度からは上記①の事業を活用。 

ニ）ランド・バンク事業（鶴岡市のＮＰＯ法人が実施主体）⇒解説資料⑤参照 

空き家・空き地に係る土地・建物を「まちづくり」に提供してもらい、空き家・ 

空き地・狭あい道路を一体的に整備する事業などを行い、効果をあげている。 

ホ）他にも市町村単独事業で助成して、空き家の除却を進めている市町村がある。 

…山形市、舟形町、米沢市（①事業を活用の上、補助上限 120 万円） 

 

⑵ 雪対策総合交付金 

 ▽ 市町村が対応せざるを得ない空き家の雪下ろし等の経費を補助する。 

平成 25 年度:５市町で実施 

４.老朽危険空き家対策について 
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●対象地域 

▽空き家住宅等の集積が居住環境を阻害し、または地域活性化を阻害しているため、空き家住宅

等の計画的な除却を推進すべき区域として地域住宅計画若しくは再生整備計画等に定められた

区域 など 

●対象施設 

▽不良住宅…住宅地区改良法第２条第４ 

項に規定するもの（空き家かどうかに 

かかわらず対象） 

▽空き家住宅…跡地が地域活性化のため 

 に供されるもの 

▽空き建築物…跡地が地域活性化のため 

 に供されるもの 

●助成対象費用 

▽不良住宅、空き家住宅または空き建築 

物の除却等に要する費用 

（「除却工事費」+「除却により通常生じる損失の補償費」）×８／１０ 

 ※ただし、除却工事費については、除却工事費の 1㎡当たりの額（一定の単価の上限あり）に、 

  不良住宅または空き家住宅の延べ面積を乗じて得た額を限度とする。 

▽不良住宅、空き家住宅または空き建築物の所有者の特定に要する経費 

所有者の特定のための交通費、証明書発行閲覧費、通信費、委託費等 

 

【参考】まちの再生支援事業（事業主体：県住宅供給公社） 
・国の当該事業をベースに組み立てられている。 
・市町村が空き家の寄附を受け、公社を活用して解体し、跡地を利用または 
売却する。 

 ・市町村負担費用の一部を公社が負担し、解体・売買手続きも公社が実施。 

 
 

【空き家再生等推進事業】（除却事業タイプ） 
 

◯老朽化の著しい住宅が存在する地区において、居住環境の整備改善を図るため、不良 

住宅、空き家住宅または空き建築物の除却を行う。 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

（注）平成 27 年度から助成要件の見直しが行われる。 

イ）助成対象地域に空家等対策計画に定められた空家等に関する対策の対象地区が加わる。 

ロ）助成対象費用が空き家住宅及び空き建築物に係るものについては、空家等対策計画に基づ

いて行われる場合に限る。ただし、平成 27 年度から３年間の経過措置期間が設けられる。 

ハ）助成対象費用に空家等対策計画の策定等に必要な空き家住宅等の実態把握に要する費用が

加わる。 

 
 
【山形県川西町】旧教職員住宅を川西ダリア園の駐車場として利用（H25） 

 

●県内他の事例 
H  平成 26 年度：山形市<1 件>、上山市<5 件>、米沢市<1 件>、飯豊町<3 件>、 

酒田市<3 件>、鶴岡市<1 件:下記事業により実施> 
 
 
 
 
 
 
 
 

地方公共団体 

 

国  費 

５分の２ 

地方公共団体 

５分の２ 

地方公共団体 

５分の１ 

 

事業主体 

 

負担割合 

除却工事費

の場合 

□が助成 

対象限度額 

 

 民間（例） 

 

国  費 

５分の２ 

地方公共団体 

５分の２ 

民  間 

５分の１ 

 

※国費は、地方公共団体補助の 1/2 

解説資料④ 
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【福井県越前町】越前町安心で潤いのあるまちづくり事業 

…老朽化した空き家住宅を除却し、ポケットパークとして利用 
 

 ▽事業の背景 

・福井県越前町越前地区は、人口減少、少子高齢化が著しく進行し、過疎地域に指定。 

また、山が海岸線まで迫った沿岸部に位置することから、平地が少なく、住宅が密 

集している。 

・地区内には、老朽化した空き家が点在しており、家屋崩壊の危険性や火災発生など、

防災・防犯面や衛生面で地域の安全な住環境を脅かしている。 

・空き家住宅の修繕・解体には費用がかさむため、放置されているケースがほとんど 

であり、地域の課題になっている。 

 ・こうした地域の住環境を改善するため、防災・防犯上危険な空き家を解体・除却す 

るとともに、平成 19 年度から跡地をポケットパークとして整備する事業を実施し 

  ている。 

 ▽事業の経緯 

  平成 19 年度：町単独事業として「越前町安心で潤いのあるまちづくり事業」を実施 

         越前地区２件、宮崎地区１件を実施 

  平成 20 年度：地域住宅交付金対象事業として実施 

         【基幹事業】空き家再生等推進事業（除却タイプ） 

         【提案事業】跡地利用ポケットパーク整備 

  平成 20～22 年度：越前地区で３年間に７件実施 

  平成 24 年度：越前地区で申請４件（４件実施予定）【当時】 

         ＊社会資本整備総合交付金対象事業として実施予定【当時】 

 ▽事業の概要 

  ①空き家所有者への空き家取り壊し工事費補助 

   ・対象地区…越前地区 ＊危険空き家率(4％)が町平均の約２倍 

   ・対象空き家…住宅密集地区に位置し、家屋の２面以上が隣家に面している空き家 

          で、現況調査に基づき、町が防災上、防犯上危険と判定する空き家 

（B,C ランク）等の条件がある 

   ・主な事業要件…「空き家の取り壊し」「跡地をポケットパークとして 10 年間以上 

町に無償で貸すこと」について、所有者が承諾していること 

   ・補助額…上限 200 万円（補助率等の制限はなし） 

  ②町によるポケットパークの直接整備 

   ・事業内容…整地及び排水工事／花壇、ベンチなどの設置／フェンス、標識、その 

他の安全施設の設置等 

＊ポケットパーク整備後は、地元自治会に施設移管され、維持管理業 

務を行い、維持管理費用も地元自治会が負担する。 

   ・事業実績…平成 19 年度：２公園（町の単独事業） 

         平成 20～22 年度：３年間で７公園実施 

 

出典：国土交通省ホームページ資料から引用 

 

 上記事例は、空き家除却後の跡地利用の形態がポケットパークであるが、他に駐車場、 

防災空地（防災設備用地）、市民農園、冬季の雪捨て場など様々な用途が考えられる。 
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ＮＰＯ法人「つるおかランド・バンク」による事業 
 

⑴ 組織構成 

「ＮＰＯ法人つるおかランド・バンク」について 

① 設  立…平成 25 年 1 月 22 日ＮＰＯ法人として認可された。 

  ② 組織形態…中心市街地活性化推進機構指定 

③ 理 事 長…阿部俊夫氏 

④ 参加・協力団体 

宅地建物取引業及び建設業並びに司法書士、土地家屋調査士、行政書士及び建築士 

等の専門家組織。他に学術研究機関・行政機関として、荘内銀行、首都大学東京、Ｎ 

ＰＯ鶴岡城下町トラスト、鶴岡市等が参加する。 

 

⑵ 事業メニュー 

  ① ランド・バンク事業 

密集住宅地（指定地域）の空き家（空き地）の寄付や低廉な売却等を受け、コーデ 

   ィネートする民間手法により、空き家の解体・整地・転売等、空き地の転用・転売・ 

敷地の再編、狭あいな私道の拡幅等を一体的に整備し、有効活用を図ります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 

 
 

解説資料⑤

②③ 

出典：自治体の空き家対策に関する調査研究報告書（公益財団法人東京市町村自治調査会） 

から引用し一部編集 

➀ＮＰＯが空き家を解体 

②Ａ及びＣにＢ土地を低価格売却（解体費を回収） 

③将来のニ世帯化時に建て替え実施 

④建て替え時に前面道路を拡幅 
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② 空き家バンク事業 

空き家・空き地の売却・

賃貸に関する情報を発信

し、所有者と希望者とをマ

ッチング。ライフスタイル

に応じた住替え、ＵＪＩタ

ーン希望者、２地域居住を

支援します。 

 

③ 空き家管理委託事業 

遠隔地に住む空き家所

有者の依頼を受け、空き家

の管理を受託します。定期

巡回、室内清掃、除草等を

行います。 
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④ 空き家コンバージョン

事業 

  空き家の有効活用にあ

たり、様々な用途に転換

（コンバージョン）するこ

とを提案し、所有者の意向

を踏まえた形で改修・実践

します。 

 例）シェアハウス、公民館、

高齢者交流施設、ギャラ

リー、カフェ 

 

⑤「つるおかランド・バンクファ 

ンド」による助成事業 

イ）空き家改修建替えに伴う地域

コミュニティ施設整備支援 

ロ）利便性の向上に繋がる私道整

備支援 

ハ）町内会空き地活用整備支援 

ニ）ランド・バンクコーディネー

ト活動支援 

（物件の対応に伴い、仲介手数   

  料等以上に専門家の負担が生  

  じる場合に実費分を支援する 

  制度） 
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 ⑶ 事業の進め方 

  〇 一つの案件に対し、内容に合わせて、民間事業者の中から個別のプロジェクトチー

ムを編成します。 

  〇 所有者や購入希望者との調整を図り、より良い活用の方策を検討・提案します。 

  〇 小規模な区画再編事業を連鎖していくことで、住みやすい住環境を整備し、まちに

活力と元気を吹き込みます。 

 

 ⑷ 事業推進に係る考え方 

▽ 鶴岡市でＮＰＯ法人による空き家対策を推進しているのは、空き家、空き地といえ 

ども、あくまで私有財産なので、その財産管理・処分について、行政の立場から具体 

的にどうこうしなさいという助言をするのが難しい場合もあるため、あえて、別の団 

体組織を作って推進している。 

▽ 鶴岡市の空き家対策に関する考え方は、「まちづくりをどうするか」ということに 

行きつくように思われる。空き家を除却しても空き地が残る。その空き地が有効に活 

用されなければ、その地域から人が去り、まちの活力は減退する。住宅を建て替えた 

くとも接道義務を満たさない場合もある。だからこそ、ランド・バンク事業で「空き 

家・空き地・狭あい道路」を一体的に解決しないといけないと考えているとのこと。 

空き家が多い地区は、敷地が狭かったり、狭あい道路で駐車スペースがないなどの 

課題があり、これを嫌い、郊外の新興住宅団地に転居しまう場合もある。このような 

接道義務を満たさないような敷地を、住宅が建てられる敷地に変え、住宅が建てられ 

て、地域に人を呼び込めるようにするのが、ランド・バンク事業の目標の一つである。 
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⑸ 具体的な事業実施例【鶴岡市】 

➀ 旗竿地の老朽危険空き家の除却を行った例 

 

 【除却前】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【除却後】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  【背 景】 
    旗竿地にある戸建て住宅１軒と４軒分の長屋が老朽危険空き家となっていた。 

解体しようにも所有者は資力に乏しい。このため、隣接者からこの敷地のおおむね 

南半分を買ってもらい、当該代金をあわせて老朽空き家解体した。 
なお、当該敷地は旗竿地のため、別の空き家を解体した際には、接道義務を満たす 

通路を確保することで事業を推進した。 
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  ② 狭あい道路の解消となった例 

 

  【拡幅工事前】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  【拡幅工事後】 
 

 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  【背 景】 
    中心部の住宅密集地。右側の市道については、道幅が狭く車がすれ違うことも困 

難であった。このため、写真左側の住宅の敷地は、接道義務を満たさず、住宅の建 
て替えができない土地だった。このため、ランド・バンク事業を利用して、写真の 
黄色の部分（約１ｍほどの幅）の私有地を鶴岡市に道路用地として寄付した。 
 これにより、狭あいであった市道もこの場所で車がすれ違えることとなり、住環 
境の改善につながった。 

 
 

 

私有地 

もとからの車がすれ 

違えない幅の狭い道路 

公道用地と 

して市に寄付 

建て替えられた住宅 
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  ③ 狭あい道路沿いにある空き家の除却を行い、道路用地を確保した例 
  
  【空き家解体前】 
 
 
 

 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
  【空き家解体後】 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

【背 景】 
空き家解体前の写真の右上の戸建て空き家２棟について、空き家２件を除却の際、 

狭あい道路のため、敷地の一部を道路用地として提供いただいた。 
なお、現況は行き止まりの狭あい道路であり、売却先が決まり次第、敷地の一部を 

道路用地として活用する予定。 
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参考資料①－１ 

出典：国土交通省ホームページ 

資 料 編 
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表１－① 空家等対策の推進に関する特別措置法（平成 26年法律第 127号）（全文） 

（目的） 

第一条 この法律は、適切な管理が行われていない空家等が防災、衛生、景観等の地域住民の生活環

境に深刻な影響を及ぼしていることに鑑み、地域住民の生命、身体又は財産を保護するとともに、

その生活環境の保全を図り、あわせて空家等の活用を促進するため、空家等に関する施策に関し、

国による基本指針の策定、市町村（特別区を含む。第十条第二項を除き、以下同じ。）による空家

等対策計画の作成その他の空家等に関する施策を推進するために必要な事項を定めることにより、

空家等に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、もって公共の福祉の増進と地域の振興に寄与す

ることを目的とする。 

 

（定義） 

第二条 この法律において「空家等」とは、建築物又はこれに附属する工作物であって居住その他の

使用がなされていないことが常態であるもの及びその敷地（立木その他の土地に定着する物を含 

む。）をいう。ただし、国又は地方公共団体が所有し、又は管理するものを除く。 

２ この法律において「特定空家等」とは、そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそ

れのある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態、適切な管理が行われていないことに

より著しく景観を損なっている状態その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適

切である状態にあると認められる空家等をいう。 

 

（空家等の所有者等の責務） 

第三条 空家等の所有者又は管理者（以下「所有者等」という。）は、周辺の生活環境に悪影響を及

ぼさないよう、空家等の適切な管理に努めるものとする。 

 

（市町村の責務） 

第四条 市町村は、第六条第一項に規定する空家等対策計画の作成及びこれに基づく空家等に関する

対策の実施その他の空家等に関する必要な措置を適切に講ずるよう努めるものとする。 

 

（基本指針） 

第五条 国土交通大臣及び総務大臣は、空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するための基

本的な指針（以下「基本指針」という。）を定めるものとする。 

２ 基本指針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 空家等に関する施策の実施に関する基本的な事項 

二 次条第一項に規定する空家等対策計画に関する事項 

三 その他空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するために必要な事項 

３ 国土交通大臣及び総務大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更しようとするときは、あらかじ

め、関係行政機関の長に協議するものとする。 

４ 国土交通大臣及び総務大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを

公表しなければならない。 
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（空家等対策計画） 

第六条 市町村は、その区域内で空家等に関する対策を総合的かつ計画的に実施するため、基本指針

に即して、空家等に関する対策についての計画（以下「空家等対策計画」という。）を定めること

ができる。 

２ 空家等対策計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 空家等に関する対策の対象とする地区及び対象とする空家等の種類その他の空家等に関する対

策に関する基本的な方針 

二 計画期間 

三 空家等の調査に関する事項 

四 所有者等による空家等の適切な管理の促進に関する事項 

五 空家等及び除却した空家等に係る跡地（以下「空家等の跡地」という。）の活用の促進に関す

る事項 

六 特定空家等に対する措置（第十四条第一項の規定による助言若しくは指導、同条第二項の規定

による勧告、同条第三項の規定による命令又は同条第九項若しくは第十項の規定による代執行を

いう。以下同じ。）その他の特定空家等への対処に関する事項 

七 住民等からの空家等に関する相談への対応に関する事項 

八 空家等に関する対策の実施体制に関する事項 

九 その他空家等に関する対策の実施に関し必要な事項 

３ 市町村は、空家等対策計画を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公表しなけれ

ばならない。 

４ 市町村は、都道府県知事に対し、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関し、情報の提供、

技術的な助言その他必要な援助を求めることができる。 

 

（協議会） 

第七条 市町村は、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関する協議を行うための協議会（以

下この条において「協議会」という。）を組織することができる。 

２ 協議会は、市町村長（特別区の区長を含む。以下同じ。）のほか、地域住民、市町村の議会の議

員、法務、不動産、建築、福祉、文化等に関する学識経験者その他の市町村長が必要と認める者を

もって構成する。 

３ 前二項に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、協議会が定める。 

 

（都道府県による援助） 

第八条 都道府県知事は、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施その他空家等に関しこの法律に

基づき市町村が講ずる措置について、当該市町村に対する情報の提供及び技術的な助言、市町村相

互間の連絡調整その他必要な援助を行うよう努めなければならない。 

 

（立入調査等） 

第九条 市町村長は、当該市町村の区域内にある空家等の所在及び当該空家等の所有者等を把握する

ための調査その他空家等に関しこの法律の施行のために必要な調査を行うことができる。 
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２ 市町村長は、第十四条第一項から第三項までの規定の施行に必要な限度において、当該職員又は

その委任した者に、空家等と認められる場所に立ち入って調査をさせることができる。 

３ 市町村長は、前項の規定により当該職員又はその委任した者を空家等と認められる場所に立ち入

らせようとするときは、その五日前までに、当該空家等の所有者等にその旨を通知しなければなら

ない。ただし、当該所有者等に対し通知することが困難であるときは、この限りでない。 

４ 第二項の規定により空家等と認められる場所に立ち入ろうとする者は、その身分を示す証明書を

携帯し、関係者の請求があったときは、これを提示しなければならない。 

５ 第二項の規定による立入調査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。 

 

（空家等の所有者等に関する情報の利用等） 

第十条 市町村長は、固定資産税の課税その他の事務のために利用する目的で保有する情報であって

氏名その他の空家等の所有者等に関するものについては、この法律の施行のために必要な限度にお

いて、その保有に当たって特定された利用の目的以外の目的のために内部で利用することができる。 

２ 都知事は、固定資産税の課税その他の事務で市町村が処理するものとされているもののうち特別

区の存する区域においては都が処理するものとされているもののために利用する目的で都が保有す

る情報であって、特別区の区域内にある空家等の所有者等に関するものについて、当該特別区の区

長から提供を求められたときは、この法律の施行のために必要な限度において、速やかに当該情報

の提供を行うものとする。 

３ 前項に定めるもののほか、市町村長は、この法律の施行のために必要があるときは、関係する地

方公共団体の長その他の者に対して、空家等の所有者等の把握に関し必要な情報の提供を求めるこ

とができる。 

 

（空家等に関するデータベースの整備等） 

第十一条 市町村は、空家等（建築物を販売し、又は賃貸する事業を行う者が販売し、又は賃貸する

ために所有し、又は管理するもの（周辺の生活環境に悪影響を及ぼさないよう適切に管理されてい

るものに限る。）を除く。以下第十三条までにおいて同じ。）に関するデータベースの整備その他

空家等に関する正確な情報を把握するために必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

 

（所有者等による空家等の適切な管理の促進） 

第十二条 市町村は、所有者等による空家等の適切な管理を促進するため、これらの者に対し、情報

の提供、助言その他必要な援助を行うよう努めるものとする。 

 

（空家等及び空家等の跡地の活用等） 

第十三条 市町村は、空家等及び空家等の跡地（土地を販売し、又は賃貸する事業を行う者が販売し、

又は賃貸するために所有し、又は管理するものを除く。）に関する情報の提供その他これらの活用

のために必要な対策を講ずるよう努めるものとする。 

 

（特定空家等に対する措置） 

第十四条 市町村長は、特定空家等の所有者等に対し、当該特定空家等に関し、除却、修繕、立木竹
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の伐採その他周辺の生活環境の保全を図るために必要な措置（そのまま放置すれば倒壊等著しく保

安上危険となるおそれのある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態にない特定空家等

については、建築物の除却を除く。次項において同じ。）をとるよう助言又は指導をすることがで

きる。 

２ 市町村長は、前項の規定による助言又は指導をした場合において、なお当該特定空家等の状態が

改善されないと認めるときは、当該助言又は指導を受けた者に対し、相当の猶予期限を付けて、除

却、修繕、立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図るために必要な措置をとることを勧告す

ることができる。 

３ 市町村長は、前項の規定による勧告を受けた者が正当な理由がなくてその勧告に係る措置をとら

なかった場合において、特に必要があると認めるときは、その者に対し、相当の猶予期限を付けて、

その勧告に係る措置をとることを命ずることができる。 

４ 市町村長は、前項の措置を命じようとする場合においては、あらかじめ、その措置を命じようと

する者に対し、その命じようとする措置及びその事由並びに意見書の提出先及び提出期限を記載し

た通知書を交付して、その措置を命じようとする者又はその代理人に意見書及び自己に有利な証拠

を提出する機会を与えなければならない。 

５ 前項の通知書の交付を受けた者は、その交付を受けた日から五日以内に、市町村長に対し、意見

書の提出に代えて公開による意見の聴取を行うことを請求することができる。 

６ 市町村長は、前項の規定による意見の聴取の請求があった場合においては、第三項の措置を命じ

ようとする者又はその代理人の出頭を求めて、公開による意見の聴取を行わなければならない。 

７ 市町村長は、前項の規定による意見の聴取を行う場合においては、第三項の規定によって命じよ

うとする措置並びに意見の聴取の期日及び場所を、期日の三日前までに、前項に規定する者に通知

するとともに、これを公告しなければならない。 

８ 第六項に規定する者は、意見の聴取に際して、証人を出席させ、かつ、自己に有利な証拠を提出

することができる。 

９ 市町村長は、第三項の規定により必要な措置を命じた場合において、その措置を命ぜられた者が

その措置を履行しないとき、履行しても十分でないとき又は履行しても同項の期限までに完了する

見込みがないときは、行政代執行法（昭和二十三年法律第四十三号）の定めるところに従い、自ら

義務者のなすべき行為をし、又は第三者をしてこれをさせることができる。 

10 第三項の規定により必要な措置を命じようとする場合において、過失がなくてその措置を命ぜら

れるべき者を確知することができないとき（過失がなくて第一項の助言若しくは指導又は第二項の

勧告が行われるべき者を確知することができないため第三項に定める手続により命令を行うことが

できないときを含む。）は、市町村長は、その者の負担において、その措置を自ら行い、又はその

命じた者若しくは委任した者に行わせることができる。この場合においては、相当の期限を定めて、

その措置を行うべき旨及びその期限までにその措置を行わないときは、市町村長又はその命じた者

若しくは委任した者がその措置を行うべき旨をあらかじめ公告しなければならない。 

11 市町村長は、第三項の規定による命令をした場合においては、標識の設置その他国土交通省令・

総務省令で定める方法により、その旨を公示しなければならない。 

12 前項の標識は、第三項の規定による命令に係る特定空家等に設置することができる。この場合に

おいては、当該特定空家等の所有者等は、当該標識の設置を拒み、又は妨げてはならない。 
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13 第三項の規定による命令については、行政手続法（平成五年法律第八十八号）第三章（第十二条

及び第十四条を除く。）の規定は、適用しない。 

14 国土交通大臣及び総務大臣は、特定空家等に対する措置に関し、その適切な実施を図るために必

要な指針を定めることができる。 

15 前各項に定めるもののほか、特定空家等に対する措置に関し必要な事項は、国土交通省令・総務

省令で定める。 

 

（財政上の措置及び税制上の措置等） 

第十五条 国及び都道府県は、市町村が行う空家等対策計画に基づく空家等に関する対策の適切かつ

円滑な実施に資するため、空家等に関する対策の実施に要する費用に対する補助、地方交付税制度

の拡充その他の必要な財政上の措置を講ずるものとする。 

２ 国及び地方公共団体は、前項に定めるもののほか、市町村が行う空家等対策計画に基づく空家等

に関する対策の適切かつ円滑な実施に資するため、必要な税制上の措置その他の措置を講ずるもの

とする。 

 

（過料） 

第十六条 第十四条第三項の規定による市町村長の命令に違反した者は、五十万円以下の過料に処す

る。 

２ 第九条第二項の規定による立入調査を拒み、妨げ、又は忌避した者は、二十万円以下の過料に処

する。 

 

  附則 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から起算して三月を超えない範囲内において政令に定める日から施行する。 

 ただし、第九条第二項から第五項まで、第十四条及び第十六条の規定は、公布の日から起算して六

月を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。 

（検討） 

２ 政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、この法律の施行の状況を勘案し、必要

があると認めるときは、この法律の規定について検討を加え、その結果に基づいて所要の措置を講

ずるものとする。 

 

(注）下線は、当事務所が付した。 
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表１－② 空き家に関する関係法令（抜粋） 

○ 豪雪地帯対策特別措置法（昭和 37 年法律第 73号） 

 （空き家に係る除排雪等の管理の確保） 

第十三条の四 国及び地方公共団体は、豪雪地帯において、積雪による空家 （建築物又は工作物であ

って、居住し、又は使用する者のないことが常態であるもの をいう。以下同じ。）の倒壊による危

害の発生を防止するため、空家について、除排雪その他の管理が適切に行われるようにするために

必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

 

 

○ 建築基準法（昭和 25年法律第 201号） 

（維持保全）  

第八条 建築物の所有者、管理者又は占有者は、その建築物の敷地、構造及び建築設備を常時適法な

状態に維持するように努めなければならない。  

２ （省略） 

 

（違反建築物に対する措置）  

第九条 特定行政庁は、建築基準法令の規定又はこの法律の規定に基づく許可に付した条件に違反し

た建築物又は建築物の敷地については、当該建築物の建築主、当該建築物に関する工事の請負人（請

負工事の下請人を含む。）若しくは現場管理者又は当該建築物若しくは建築物の敷地の所有者、管理

者若しくは占有者に対して、当該工事の施工の停止を命じ、又は、相当の猶予期限を付けて、当該

建築物の除却、移転、改築、増築、修繕、模様替、使用禁止、使用制限その他これらの規定又は条

件に対する 違反を是正するために必要な措置をとることを命ずることができる 。  

 ２～11（省略） 

12 特定行政庁は、第一項の規定により必要な措置を命じた場合において、その措置を命ぜられた者

がその措置を履行しないとき、履行しても十分でないとき、又は履行しても同項の期限までに完了

する見込みがないときは、行政代執行法  （昭和二十三年法律第四十三号）の定めるところに従い、

みずから義務者のなすべき行為をし、又は第三者をしてこれをさせることができる 。  

 

（保安上危険な建築物等に対する措置）  

第十条 特定行政庁は、第六条第一項第一号に掲げる建築物その他政令で定める建築物の敷地、構造

又は建築設備（いずれも第三条第二項の規定により第二章の規定又はこれに基づく命令若しくは条

例の規定の適用を受けないものに限る。）について、損傷、腐食その他の劣化が進み、そのまま放置

すれば著しく保安上危険となり、又は著しく衛生上有害となるおそれがあると認める場合において

は、当該建築物又はその敷地の所有者、管理者又は占有者に対して、相当の猶予期限を付けて、当

該建築物の除却、移転、改築、増築、修繕、模様替、使用中止、使用制限その他保安上又は衛生上

必要な措置をとることを勧告することができる 。  

２ 特定行政庁は、前項の勧告を受けた者が正当な理由がなくてその勧告に係る措置をとらなかつた

場合において、特に必要があると認めるときは、その者に対し、相当の猶予期限を付けて、その勧

告に係る措置をとることを命ずることができる。  

３ 前項の規定による場合のほか、特定行政庁は、建築物の敷地、構造又は建築設備（いずれも第三

条第二項の規定により第二章の規定又はこれに基づく命令若しくは条例の規定の適用を受けないも

のに限る。）が 著しく保安上危険であり、又は著しく衛生上有害であると認める場合 においては、

当該建築物又はその敷地の所有者、管理者又は占有者に対して、相当の猶予期限を付けて、当該建

築物の除却、移転、改築、増築、修繕、模様替、使用禁止、使用制限その他保安上又は衛生上必要
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な措置をとることを命ずることができる 。  

４ （省略） 

 

（敷地等と道路との関係）  

第四十三条 建築物の敷地は、道路（次に掲げるものを除く。第四十四条第一項を除き、以下同じ。） 

に二メートル以上接しなければならない 。ただし、その敷地の周囲に広い空地を有する建築物その 

他の国土交通省令で定める基準に適合する建築物で、特定行政庁が交通上、安全上、防火上及び衛 

生上支障がないと認めて建築審査会の同意を得て許可したものについては、この限りでない。  

一 ～二（省略） 

 
 

○ 地方税法（昭和 25年法律第 226号） 

（住宅用地に対する固定資産税の課税標準の特例）  

第三百四十九条の三の二 専ら人の居住の用に供する家屋又はその一部を人の居住の用に供する家屋

で政令で定めるものの敷地の用に供されている土地で政令で定めるもの （前条（第十二項を除く。）

の規定の適用を受けるものを除く。以下この条、次条第一項、第三百五十二条の二第一項及び第三

項並びに第三百八十四条において「住宅用地」という。）に対して課する固定資産税の課税標準は 、

第三百四十九条及び前条第十二項の規定にかかわらず、当該住宅用地に係る固定資産税の課税標準

となるべき価格の三分の一の額 とする。  

２ 住宅用地のうち、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める住宅用地に該当するもの（以

下この項において「小規模住宅用地 」という。）に対して課する固定資産税の課税標準は 、第三百

四十九条、前条第十二項及び前項の規定にかかわらず、当該小規模住宅用地に係る固定資産税の課

税標準となるべき価格の六分の一の額 とする。  

一 住宅用地でその面積が二百平方メートル以下であるもの 当該住宅用地  

二 住宅用地でその面積が二百平方メートルを超えるもの 当該住宅用地の面積を当該住宅用地の 

上に存する住居で政令で定めるものの数（以下この条及び第三百八十四条第一項において「住居

の数」という。）で除して得た面積が二百平方メートル以下であるものにあっては当該住宅用地、

当該除して得た面積が二百平方メートルを超えるものにあっては二百平方メートルに当該住居の

数を乗じて得た面積に相当する住宅用地  

 

（固定資産税の減免）  

第三百六十七条 市町村長は、天災その他特別の事情がある場合において固定資産税の減免を必要と

すると認める者、貧困に因り生活のため公私の扶助を受ける者その他特別の事情がある者に限り、

当該市町村の条例の定めるところにより、固定資産税を減免することができる。  

 

○ 行政代執行法（昭和 25 年法律第 43号） 

第一条 行政上の義務の履行確保に関しては、別に法律で定めるものを除いては、この法律の定める

ところによる。  

第二条 法律（法律の委任に基く命令、規則及び条例を含む。以下同じ。）により直接に命ぜられ、

又は法律に基き行政庁により命ぜられた行為（他人が代ってなすことのできる行為に限る。）につ

いて義務者がこれを履行しない場合、他の手段によってその履行を確保することが困難であり、且

つその不履行を放置することが著しく公益に反すると認められるときは、当該行政庁は、自ら義務

者のなすべき行為をなし、又は第三者をしてこれをなさしめ、その費用を義務者から徴収すること

ができる 。  

（注）下線は、当事務所が付した。  
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表２－(2)－⑥ 市町村における空き家等に関する条例等の制定状況 （平成 26年 12月１日現在） 

NO 
市町村

名 

条 例 規定内容 

条例の名称 

施行時期 制定目的 
情

報 

調

査 

助

言 

命

令 

立

入 

公

表 

代

執

行 

応

急 

罰

則 
 年 月 日 

安心

安全 

生活

環境 

その

他 

1 寒河江市 

寒河江市空き家

等の適正管理に

関する条例 

H 25 7 1 ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○   

2 村 山 市 
村山市空き家等

の適正管理に関

する条例 

H 26 12 1 ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○ ○   ○   

3 天 童 市 
天童市空き家等

の適正管理に関

する条例 

H 25 10 1 ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○   

4 東 根 市 
東根市空き家等

の適正管理に関

する条例 

H 26 1 20 ○   ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○   

5 河 北 町 
河北町空き家等

の適正管理に関

する条例 

H 26 7 1 ○ ○ ○ 
景観 

○ ○ ○ ○ ○ ○   ○   

6 西 川 町 
西川町空き家等

の適正管理に関

する条例 

H 24 11 1 ○   ○ ○ ○ ○ ○ ○       

7 朝 日 町 
朝日町空き家等

の適正管理に関

する条例 

H 25 1 1 ○ ○ ○ 
景観 

○ ○ ○ ○ ○ ○       

8 大 江 町 
大江町空き家等

の適正管理に関

する条例 

H 25 4 1 ○   ○ ○ ○ ○ ○ ○       

9 米 沢 市 
米沢市家屋等の

安全管理に関す

る条例 

H 25 10 1 ○     ○ ○   ○     ○   

10 長 井 市 
長井市空き家等

の適正管理に関

する条例 

H 26 4 1 ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○ ○   ○   

11 高 畠 町 
高畠町空き家等

の適正管理に関

する条例 

H 25 6 18 ○ ○ ○ 
景観 

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○   

12 川 西 町 
川西町空き家等

の適正管理に関

する条例 

H 25 6 1 ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○ ○   ○   

13 飯 豊 町 
飯豊町空き家等

の適正管理に関

する条例 

H 25 4 1 ○ ○ ○ 
景観 

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○   

14 新 庄 市 
新庄市空き家等

の適正管理の促

進に関する条例 

H 25 1 1 ○   ○ ○ ○     ○       

15 尾花沢市 

尾花沢市空き家

等の適正管理に

関する条例 

H 26 4 1 ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

16 大石田町 

大石田町空き家

等の適正管理に

関する条例 

H 26 4 1    ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

17 金 山 町 
金山町空き家等

の適正管理に関

する条例 

H 25 4 1 ○   ○ ○ ○   ○     ○   

18 最 上 町 
最上町空き家等

の適正管理に関

する条例 

H 24 12 20 ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○ ○   ○   
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NO 市 町 村 条例の名称 年 月 日 
安心
安全 

生活
環境 

その
他 

情
報 

調
査 

助
言 

命
令 

立
入 

公
表 

代
執
行 

応
急 

罰
則 

19 舟 形 町 
舟形町空き家等

の適正管理に関

する条例 

H 24 4 1 ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○         

20 真室川町 

真室川町空き家

等の適正管理に

関する条例 

H 24 7 1 ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○ ○       

21 大 蔵 村 
大蔵村美しい村

づくり条例 
H 22 4 1 ○ ○ ○ 

景観 
○ ○ ○   ○         

22 鮭 川 村 
鮭川村空き家等

の適正管理に関

する条例 

H 25 4 1 ○   ○ ○ ○ ○ ○ ○    ○   

23 戸 沢 村 
戸沢村空き家等

の適正管理に関

する条例 

H 24 10 1 ○ ○ ○ 
景観 

○ ○ ○ ○ ○ ○       

24 鶴 岡 市 
鶴岡市空き家等

の管理及び活用

に関する条例 

H 25 4 1 ○ ○ ○ 
活用 

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

25 酒 田 市 
酒田市空き家等

の適正管理に関

する条例 

H 24 7 1 ○  ○ 
管理 

○ ○ ○ ○ ○ ○       

26 庄 内 町 
庄内町空き家等

の適正管理に関

する条例 

H 25 7 1  ○  ○ ○ ○ ○ ○ ○       

27 三 川 町 
三川町空き家等

の適正管理に関

する条例 

H 26 9 1 ○ ○ ○ 
景観 

○ ○ ○ ○ ○ ○       

28 遊 佐 町 
遊佐町空き家等

の適正管理に関

する条例 

H 25 4 1 ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○   

合     計 27 28 28 24 27 24 9 17 3 

（注）１ 当事務所の調査結果による。 

２ 条例の「制定目的」は、条例制定の主な目的としているものを区分したものである。 

     ３ 「規定内容」の各欄の意味は、次のとおりである。 

    ① 「情報」:管理不全な状態にある空き家等に係る住民等からの情報提供 

    ② 「調査」:情報提供を受けたとき、又は必要に応じ、空き家等の状態等を調査すること       

    ③ 「助言」:当該空き家等の所有者等に対し、空き家等を適正に維持管理するよう助言又は指導すること、 

    また、助言、指導を行ったにもかかわらず、当該空き家等が管理不全な状態であるときに、当該所有者等

に対し勧告すること 

④ 「命令」：勧告を受けた所有者等が正当な理由なく当該勧告に応じないとき、当該所有者等に対し、期限

を定めて必要な措置をとるよう命ずること 

⑤ 「立入」：条例の施行に必要な限度において、職員に空き家等に立ち入り、 調査させ、又は関係者に質問

させ、若しくは資料を提出させること 

⑥ 「公表」：命令を受けた空き家等の所有者等が正当な理由なく命令に従わないときに、その旨を公表する

ことができること 

⑦ 「代執行」：命令を受けた所有者等が当該命令に従わない場合において、他の手段によってその履行を確

保することが困難であり、かつ、その不履行を放置することが著しく公益に反すると認められるときは、

所有者等に代わって行政が執行すること 

⑧ 「応急」：人の生命、身体又は財産に対し、危害が切迫した場合において、その危害を予防し、又は損害

の拡大を防ぐために必要な最小限度の措置を講ずることができること 

⑨ 「罰則」：命令を受けた者で正当な理由なくその命令に従わないものに対する過料のこと 
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山形県空き家活用支援協議会設置要綱 

（目的） 

第１条 空き家の適正管理、活用、解体について、所有者及び住み替え希望者に対す

る相談体制を整備して老朽危険空き家の発生を抑制することにより、快適な住環境

の確保と活力ある地域づくりを促進することを目的に、山形県空き家活用支援協議

会（以下「協議会」という。）を設置する。 

 

（実施事業） 

第２条 協議会は、次の各号に掲げる事業を行う。 

（１）空き家活用相談体制の整備及び相談業務に関すること。 

（２）空き家活用及び中古住宅流通促進に関すること。 

（３）その他空き家対策を推進する上で必要な事項に関すること。 

 

（構成） 

第３条 協議会は別表に掲げる団体及び機関をもって構成する。 

２ 協議会の会長は、山形県住宅供給公社専務理事をもってあてる。 

 

（会議） 

第４条 協議会は会長が招集する。 

２ 協議会は必要に応じ、専門部会を置くことができる。 

 

（事務局） 

第５条 協議会の事務局は、山形県住宅供給公社に置く。 

 

（その他） 

第６条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営その他について必要な事項は、

別に定める。 

 

附 則 この要綱は、平成２６年１１月６日から施行する。 

 

別 表（第３条関係） 

 団体・機関名 備 考 

１ 山形県住宅供給公社  

２ 公益財団法人山形県宅地建物取引業協会  

３ 公益財団法人全日本不動産協会山形県本部  

４ 山形県企画振興部市町村課  

５ 山形県県土整備部管理課  

６ 山形県県土整備部県土利用政策課  

７ 山形県県土整備部建築住宅課  

 

参考資料④ 
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山形県空き家対策連絡調整会議設置要綱 

 

（目 的） 

第１条 空き家の適正管理や流通活性化による利活用等の推進を図り、快適な住環境

の確保と活力ある地域づくりを促進することを目的に、山形県空き家対策連絡調整

会議（以下「連絡調整会議」という。）を設置する。 

 

（所掌事項） 

第２条 連絡調整会議の所掌事項は、次のとおりとする。 

（１）山形県空き家活用支援協議会が設置する「空き家利活用相談窓口」の活用の促

進に関すること。 

（２）空き家の利活用等の検討及び推進に関すること。 

（３）その他、目的を達成するために必要な事項に関すること。 

 

（組  織） 

第３条 連絡調整会議は、別表に掲げる団体及び機関をもって構成する。 

２ 連絡調整会議に議長を置き、県土整備部長をもって充てる。 

３ 連絡調整会議に、必要に応じて幹事会を置くことができる。 

４ 幹事会の構成団体及び機関は、議長が任命する。 

   

（会  議） 

第４条 連絡調整会議は、議長が必要に応じて招集し、議長が座長となる。 

２ 議長に事故あるときには、議長があらかじめ指定する者がその職務を代理する。 

 

（事 務 局） 

第５条 連絡調整会議の事務局は、県土整備部建築住宅課に置く。 

 

（そ の 他） 

第６条 この要綱に定めるもののほか、連絡調整会議に必要な事項は議長が別に定め 

る。 

 

 

附 則 

この要綱は、平成２７年２月２０日から施行する。 

 

 

 

参考資料⑤ 
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（別 紙） 

 

区 分 団 体 名 幹 事 

関係団体 公益社団法人 山形県宅地建物取引業協会 ○ 

  公益社団法人 全日本不動産協会山形県本部 ○ 

  一般社団法人 山形県建設業協会   

  一般社団法人 山形県建築協会   

  一般社団法人 山形県解体工事業協会   

  一般社団法人 山形県建築士会   

  一般社団法人 山形県建築士事務所協会   

  山形県弁護士会   

  山形県司法書士会   

  山形県行政書士会   

  東北税理士会 山形県支部連合会   

  山形県土地家屋調査士会   

  一般社団法人 山形県不動産鑑定士協会   

  山形県住宅供給公社 ○ 

市町村 山形市   ○ 

  米沢市   ○ 

  鶴岡市   ○ 

  酒田市   ○ 

  新庄市   ○ 

  寒河江市     

  上山市     

  村山市     

  長井市     

  天童市     

  東根市     

  尾花沢市     

  南陽市     

  山辺町     

  中山町     

  河北町     

  西川町     

  朝日町   ○ 

  大江町     

  大石田町     

  金山町   ○ 

  最上町     
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  舟形町     

  真室川町     

  大蔵村     

  鮭川村     

  戸沢村     

  高畠町     

  川西町     

  小国町     

  白鷹町     

  飯豊町   ○ 

  三川町     

  庄内町     

  遊佐町     

県 企画振興部 市町村課 ○ 

  県土整備部 管理課 ○ 

  
 

県土利用政策課 ○ 

    建築住宅課 ◎ 

  村山総合支庁 地域振興課   

    建築課   

  最上総合支庁 地域振興課   

    建築課   

  置賜総合支庁 地域振興課   

    建築課   

  庄内総合支庁 地域振興課   

    建築課   
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